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第3部事業部門編

新設当時の門司工場 (1917年） 門司工場での銀管製造風祭 (1921年ころ）

1985年（昭和60)までの歩み

銅製品製造からのスタート (1917~1930)

1917年 （大正6)7月、 当社は門司の小森江地区で伸

銅工場の建設に着手した。これより 2年前、鈴木商店は

ロシア政府の内命を受けたプリーネル商会との間で野砲

弾500万発製作の契約を結んだ。当時、弾丸材料の銅、

亜鉛、鉛などの非鉄金属は各国とも輸出禁止品目に指定

していたため、入手は極めて困難であった。鈴木商店は、

これを何とか入手し、鉛と亜鉛の製錬所をそれぞれ設附

するとともに、 当社の敷地内に弾丸工場を新設した。

ところがロシア革命が起こり、ブリーネル商会との契

約は破談になった。大屈の材料が残ったが、この頃、艦

船用や産業機械用に非鉄金属材料の甜要が旺盛であり、

しかも輸入が困難であることから、門司伸銅工場の建設

にいたったのである。

工場は1917年12月に第 1期工事が竣工し、銅 ・黄銅の

管と棒の生産を開始した。翌年1月には士11禍炉を活用し

て、 エ具や機器用の特殊鋼の生産に成功、続いて銅 ・黄

銅の板生産設備が完成し、伸銅品工場としての形態を整

えた。こうして、 当社は非鉄金屈分野への進出を果たし

たのであった。

第1次大戦では航空機が初めて兵器として登場した。

大戦末期、 ドイツが機体に軽合金を用いてからは、単な

る新兵器から戦略的価値へと認識が改ま っていった。f"]
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司工場では、航空機需要の増加に注目し、 1927年にシル

ミン （鋳物用アルミ合金）の研究に消手し、成功を収め

た。しかし、航空機はますます軽品化を追求し、アルミ

よりも軽くて強いマグネシウム合金鋳物の実用化が切望

されていた。

山時、マグネシウム合金は世界でもあまり使用されて

いなかった。門司工場では構内に試作工場をつく って製

作に取り組んだが、失敗を重ねた。そこで、陸軍の科学

研究所による製造技術を継承。1931年、わが国最初のマ

グネシウム合金鋳物の実用化に成功した。

戦時下における航空機用部品の増産

(193 l~1944) 

1931年 （昭和 6)、満州事変が勃発し、極東地域の緊

張は強ま っていった。これ以降、航空機の発展に伴って

マグネシウム合金鋳物の需要が急増し、門司工場では需

要に追いつかず、増設を計画した。

山時から、わが国航空機生産の中心は中京地区にあり、

lヽ'社は名古屋工場の建設に踏み切った。1936年8月、木

型、溶解、鋳造工程および機械工場からなる第 1期工事

に沿手し、 翌年2月に完了した。同年中にマグネシウム

合金、アルミ合金鋳物を合わせて74トン生産し、門司工場

当時の糀をはるかにしのいだ。続いて、第 2期工事とし

て鍛造工場を建設した。1938年には、航空機用車輪、主



新設当時の名古屋工場 (1938年ころ）

脚上部、エンジン部品などに、アルミ合金鋳造品116トン

を含む年間417トンを生産し、わが国軽合金鋳鍛造業界を

代表する工場となった。

満州事変後、軍需用航空機の生産が高まり、軽圧品の

需要は急ピッチで増え続けた。当社首脳は、薄鋼板に代

えて軽圧品分野への本格的進出を決め、門司工場に仕上

用4段圧延機、 3.600じ、1.500じの横型押出機を導入し

た。これにより、当時、軽圧の 2大メーカーであった住

友金属工業株式会社と古河電気工業株式会社の牙城に迫

り、当社の地位を一気に引き上げた。

1937年に日中戦争が勃発すると、航空機の生産は年間

数百機から数千機へと桁違いの増産が求められた。門司

工場ではスペース的に不十分であり、新工場の建設を検

討した。軍は、‘‘関東の古河、中部の住友”に対して

“西部の神鋼＂を希望する 。地元の猛烈な誘致運動によ

って、門司から海峡を隔てた山口県海岸部の埋立地に長

府工場を建設した。着工からわずか10カ月後の1939年7

月に採業を開始し、同年12月には軽合金の板、棒、形材

合わせて約100トンを生産した。

この頃、当社はアルミニウム ・マグネシウムの製錬所

建設を計画し、いったんは鹿児島県の屋久島に決定した

が、 着工前に海軍がこの場所を使用することになったた

め、北朝鮮新義）1•I に移して建設。 1942年に操業を開始し、

その後、社名を朝鮮神鋼金属工業株式会社と改めたが、

終戦で閉鎖された。

太平洋戦争に突入した1941年以降、航空機の需要はさ

らに高まり、 長府工場の能力確保をめぐって陸海軍の対
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建設中の長府工場 (1939年ころ）

立が表面化し、製品獲得の競争が激しさを増した。そこ

で、両軍部の要望を共に満たすため、長府工場に隣接し

た約30万rrlに海軍専管工場 （長府北工場）を、また、大

分県中津市に陸軍専管工場を建設した。海軍専管工場は

1943年末に生産を開始したが、建設の途中、同年 3月に

当社から分離独立した第一神鋼金属工業株式会社が設立

され、同社の下関工場になった。生産内容は軽合金の板、

管、棒、形のほか、リベソトや鋳鍛造品まで多岐にわた

った。

中津工場は1943年 2月に着工したが、 250万面の広大

な敷地の中に工場、倉廊、 事務所、さらには社宅、寮を

すべて収容し、各工場は最低50mの間隔をあけて空爆に

備えていた。1944年3月から棒、形材の生産を開始し、

これに続いて板や鍛造品の生産を開始した。

また、 1944年初めには小倉工場を開設した。燃料 （ガ

ス）入手の便から小倉の王子製紙の建物を借用して鋳物

工場としたもので、航空機用エンジンシリンダおよび車

輪の生産を開始した。

なお、下関、中津、小倉の 3工場は、実質的に官有民

営であった。

分社時代とアルミ生産体制の充実

(1945~1969) 

1945年（昭和20)8月に戦争が終結すると、中津、下

関、小倉の3工場は政府に返還され、長府、門司、名古

屋の3工場は、残務整理とともに再開の道が模索された。

民需生産への転換をGHQ （占領軍最高司令部）に申請
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世界最高水準を目指した秦野工場 (1967年）

し、 1945年11月に長府工場が、 1946年 2月には門司工場

と名古屋工場が、それぞれ許可となり、銅 ・黄銅の板、

管、棒、亜鉛板、ジュラルミン板、自転車部品や電気 ・

機械部品用の軽合金鋳鍛造品の生産を開始した。

米国占領軍によ って“集中排除法”が発令されると、

当社は企業再建整備計画として 3社分割に踏み切った。

1949年、神鋼金属工業株式会社は神鋼電機株式会社とと

もに当社から分離され、独立の会社として発足した。長

府 ・門司の 2工場を擁し、本社を長府に置いた。名古屋

工場は当社に残って機械部門に所属した。

1949年、社内に 「船舶用軽金属委員会」を発足させ、

船舶をはじめ、各種の用途開発を進めることとなった。

同会でアメリカからアルミ合金の溶接技術を導入したこ

とにより構造用材料としての用途が急速に開けた。同時

に、材料の基礎研究に着手し、 1950年に加工性 ・溶接

性 ・耐食性に優れた合金「N/P56」を開発した。

戦後の復興期、神鋼金属工業味は財閥系の 「住友」

「古河」と競い合う激しいスタートを切った。両社に追

いつくことが全従業員の目標であり、乏しい資金の中か

ら、軽圧板、伸鋼品関連の設備増強を行った。経済白書

が 「もはや戦後ではない」と宣言して間もない1957年 1

月、神鋼金属工業（梱は当社に復帰し、 合金事業部として

新たなスタートを切った。

その後、日本が高度経済成長の波に乗ると、耐久消費

財である家電製品の売り上げが伸び始め、エアコン用銅

管を中心とした鋼管市場の動きが活発になった。この分

野で既に高いシェアを持っていた門司工場では、 1961~
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家庭用アルミ箔製品

62年に増産のための設備増強を実施したが、これ以上の

設備拡張は敷地的にも余裕がなかった。そこで、 1967年

6月、 需要の中心地であり、原料の搬入や製品の輸出に

便利な横浜港に近い神奈川県秦野市に15万4,000m'の用

地を購入し、世界最高水準を目指した秦野工場を新設し

た。同工場は、軽合金伸銅事業部の関東進出一番手とし

て操業を開始した。

一方、軽圧品の生産最も飛躍的に伸びていた。1960年

には全国の軽圧品の生産量：がその10年前の約 4倍にも達

した。軽圧品の伸びと同じく 需要が伸張していたアルミ

ニウム箔分野への参入を目的とし、 1961年に、 当社、日

商岩井株式会社等の出資によりサン ・アルミニウム工業

株式会社を設立した。この頃、アメリカからアルミサッ

シの技術が導入され、ビルや住宅の建設ブームに乗って、

その需要醤は急伸した。アルミ形材の全国生産塁は1959

年からの10年間で90倍にもなっていた。長府工場では押

出材の増産を実施し、これを機に1963年には建材加工の

神鋼ノースロ ップ株式会社を設立した。また、1972年には

スチールサッシをアルミサッシに交換する新工法を事業

とする 「神鋼アルフレッシュ株式会社」を設立している。

1965年、名古屋工場が軽合金伸銅事業部に復帰した。

この年から、 長府工場で生産される軽合金展伸材を使用

して道路資材、冷凍用フラ ットタンクなど、 蓄積した技

術を活用して軽圧加工品分野に進出した。また1967年に

はアメリカで急速に市場を拡大していたアルミホイール

の生産に着手し、アメリカ向けに輸出を開始した。

ますます増大する押出材の需要に長府工場では対応し



アルミホイール

きれず、新立地を求めた。その結果、大消費地である関

東地区での工場建設を決定し、栃木県真岡市に40万rriの

用地を確保、 1969年8月に真岡工場第 1期工事を完了し、

操業を開始した。その後、押出工場として拡張を続けた

が、 1971年以降は板製品設備に比重を移した。

また、 1972年には機械事業部製の複動間接押出機 (D

3600トン） を世界で初めて設置 ・稼働し、アルミ素管の神

戸の地位を築くことになった。

需要拡大に伴う原料確保と

価格変動への対応 (1970~1980)

1970年代に入るとアルミニウムの需要が急増し、製

錬 ・圧延の大手各社が国内および海外での新規製錬事業

計画を検討した。当社も原料の安定確保を図るため、国

内外での立地を検討したが、電気料金の安価な海外での

製錬を計画した。

1970年 （昭和45）、コマルコ社からオーストラリアの

グラッドストーン計画への参加を求められた当社は、参

加を条件にコマルコ社と地金長期購入契約を締結し、関

係を強化した。その後、日本側から数社がこの計画に参

加し、 1979年に「GladstoneAluminium Limited (GAL)」

が設立された。

1973年4月、当社は昭和電工株式会社、丸紅株式会社

とともに、ベネズエラ共和国のガイアナ開発公団

(CVG)との合弁で行うアルミニウム製錬の新会社「ベ

ナルム」の設立協定に調印し、同年 9月に設立された。

当初、出資比率を日本側80％とし、製品は当社と昭和電
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エ（梱とが50％ずつ引き取るとしたが、翌年には日本側の

出資は新規参入 3社を加えた 6社で20％とされ、製品取

引量も全量ではなくなった。1973年秋のオイルショック

を契機に世界的に資源ナショナリズムの声が高まり、原

材料を好条件で長期安定的に確保することが困難とな

り、それだけにアルミニウム製錬事業への参加は重要性

を増した。

次の課題はアルミナの安定的確保であった。1980年2

月、当社はオーストラリアでのアルミナ製錬プロジェク

ト「ワースリーアルミナ計画」に参加するため、合弁契

約書に調印した。同計画への参加メンバーは、アルミメ

ジャーのレイノルズ社、石湘メ ジャーのシェル社など世

界の一流企業であ った。当社は現地法人「Kobe

Alumina Associates (Australia) Pty. Ltd. (KAA)」を

設立し、 KAA経由でアルミナを引き取ることとした。

第2次オイルショックが発生した1974年度は、軽圧品、

伸銅品ともにアルミ地金、銅地金の急騰に対応した販売

価格の是正が行われ、さらに缶材、エアコン用銅管、復

水管などの堅調な需要に支えられて、軽合金伸銅部門の

売上高は過去最高を記録した。

その中でも缶材は、 1960年代後半に飲料缶の研究に着

手し、1969年にエン ド材、 1971年にはボディ材の生産を

開始、その後も改良を重ねて真岡工場の主力製品に成長

した。

この間、国内では1976年後半にアルミニウムの地金価

格が高騰し、加えて労務費上昇によるコストア ップを販

売価格に転嫁できないまま年を越し、 1977年度も景気の
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以岡工場冷間仕上圧延機

低迷を反映して軽圧品の需要は大きく落ち込んだ。その

ため、当社をはじめとする軽圧大手 7社は、 1977年 9月

211:lから翌1978年 2月末まで、約 5カ月間にわたり板材

の不況カルテルを実施、過剰在庫を圧縮して国内需給バ

ランスの改善を図った。

その後、 1980年には冷夏が軽合金伸銅事業部を直幣し

た。軽圧品では飲料用缶材、空調機器向けフ ィン材、伸

銅品ではエアコン用銅管などが軒・並み落ち込み、収益面

での低迷を余儀なくされた。

新合金開発時代到来と、

生産集約体制の完了 (l980~1985) 

ICの発明を起爆剤に、 1970年 （昭和45)頃からコンピ

ュータが急速な発展をみせる。コンビュータの記憶装罹

として，アルミ合金基板を使用したハードデイスクドラ

イブも普及した。当社は1974年にアルミ合金デイスクの

研究開発に着手し、 1978年に日本で初めて14インチブラ

ンク材をアメリカヘ輸出し、その後、 益産体制を確立し

た。1979年から1980年にかけては 5インチ小型ブランク

材の景産体制に入った。

また、サブストレート （鏡面仕上げ品）についても、

1981年にダイヤターン方式の鏡面仕上げ技術を関係会社

の神鋼ノース株式会社と共同で開発した。これにより国

内外で要求される 3~14インチまですべてのサイズが製

造できる体制が整った。

アルミデイスク材と並び、エレクトロニクス時代の到

来を告げたのが、 伸銅素材製品のリードフレーム材であ
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長府工場 3,600厄押出プレス

った。当社は1978年に銅系リードフレーム材として参入

し、順調に量的拡大を果たした。優れた導電率を持ち、

より薄肉化できる合金の開発に取り組み、 高級端子、コ

ネクタ分野で 「CAC92」を、個別半導体やICの分野で

「KFC」を生み出した。

第1次オイルショ ック以来、軽合金伸銅事業部は構造

不況業種としての低迷が長く続いた。そこで、 1978年5

月から、生産品目の集約化に踏み切った。

これにより 、アルミ板製品は真岡工場へ、アルミ押出

製品と伸銅板条は長府工場へ、また、銅管は大掘生産品

種は秦野工場、特殊品 ・少祉生産品種は門司工場へと、

それぞれ集約されることになった。

真岡工場では、長府工場からアルミ板関連の設備を移

設すると ともに、 134名の配転者を受け入れ、板製品月

産8,500トン体制を実現した。さらに、 1979年に厚板精製

設備を増強して大型構造材の需要に対応、その後も第 3

期工事を行うなど、アルミ板の専門工場として装いを一

新した。

長府工場は、アルミ板製品が真岡工場に集約されたこ

とで、熱延 ．粗冷延設備を伸銅品に転用することができ

た。それまで仕上工程に比べて弱体を余儀なくされてい

た上工程が強化され、 一躍、月産5,000トン体制となった。

これ以降、合金開発で既に高い評価を受けていた電子材

料分野に重点投資を行い、現在に至っている。

秦野工場は、エアコン用銅管に特化した工場として、

超薄肉銅管の罷産化とともに、溝付管 ・コルゲート管お

よび被淡管などの加工管も増加した。また、 1981年には、



名古屋工場 8.000泣由庄鍛造プレス

名古屋工場にわが国最大の軽合金用8.000トン油圧鍛造プ

レスを導入し、日本の民間航空機産業の成長を支えるこ

ととなった。

この間各分野で、新合金の開発に取り組み、多くの合

金を開発している。アルミ合金では、キャン用高強度素

材「3004-Hl91」、自動車熱交向け「HE」シリ ーズ、デ

ィスク用「AD、PD」シリーズ、自動車熱交ピストン、

VTRシリンダー用の高Si添加の耐磨耗合金「KTMシリ

ーズ」、冷間鍛造で焼入れ処理のい らない「D20」と

「D60」、航空機部材の超々ジュラルミンより高性能の

「KS7055」、開栓性に優れた加工軟化性キャップ用の

「KS8106」など。また、銅合金では、リードフレーム用

l. I最近20年の歩み

合理化と生産性向上のための事業改編

1980年代前半の日本経済は、第2次オイルショ ックの

影聾を受けて長らく低迷を続けた。ようやく 景気回復の

兆しが見え始めた1984年 （昭和59)、当社は 「新製品 ・

新分野の積極的拡大」と「現有製品の徹底した競争力の

強化」を柱とした中期経営計画を策定した。

この計画に基づき、軽合金伸銅事業部では基本目標と

第4章 〈アルミ・ 銅部門〉

門司工場スタンピングマシン

新銅合金で、高強度で優れた導電率を持つ「KLF1」

「KLF125」、IC素子に対する磁性の影響が全くない

「KLF116-T」、端子 ・コネクタ用新銅合金で、加工性

と強度 ・ばね性 ・導電性に優れた「KLF5」、優れた耐孔

食性を持つ「KS1263」などを開発し、市場に投入した。

1984年にはリードフレームのめっきメ ーカーである北

村鍍金株式会社 （現 ・メテック北村株式会社）と合弁で、

北九州市の門司工場内にリードミ ック株式会社を設立

し、リードフレームのめっき事業に進出。さらに翌1985

年には門司工場内にプレス工場を設置し、当社としてリ

ードフレームのスタンピング事業を開始した。

して 「全部門の黒字化と安定収益の実現」 を掲げた。こ

の頃、アルミ製品では飲料用缶材、銅製品ではエアコン

用銅管が需要を伸ばしており、新規の成長分野として、

コンピュータデイスク材、リードフレーム材および感光

体ドラム材の伸長が期待されていた。

こうした中、 1985年9月のプラザ合意が経済環境を一

変させることになった。予想もしなかった急激な円高に

より、日本の産業は軒並み業績の悪化を余儀なくされた
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コーベ・カッバー・プロダクツ (KCPI)

のである。この事態を乗り切るために、 当社は急遠、中

期経営計画の方針を変更し、 1986年11月、新たに経堂合

理化計画「NEWKOBE'88」を策定した。

軽合金伸銅事業部では、これに呼応して 「NEW

KOBE KEISHIN'88」を策定したが、その中で重点課題

として、 「全社合理化施策への対応」「事業部門の体質強

化」「新分野 ・新製品の取り組み強化」「関係会社 ・専門

会社の強化」を掲げた。アルミ ・銅部門発祥の地である

門司工場は、 1980年までに小型銅管を秦野工場へ、大板

を長府工場へ移管し、 復水管と大中型管の工場となって

いた。1988年4月に神鋼メ タルプロダクツ株式会社を設

立し、同社に門司工場および門司伸管工業株式会社の事

業を移管したのもそうした体質強化策の一環であった。

この合理化計画が順調に進み、また、 景気が徐々に回

復したこともあり、 1990年度の軽合金伸銅事業本部の冗

上高は過去最高の2,8271意円を記録した。営業利益は、1986

年度の601意円から220億円へと飛躍的に伸び、特に缶材、

デイスクブランク材の需要拡大が好業績を牽引 した。

このような好環境にあって、 一／習の高品質化を推進す

るために研究開発、生産設備増強を実施した。主力の真

岡製澁所では、アルミスラブ造塊設備およびスラブ加熱

炉などの設備増設が完了し、熱間圧延機の4スタンド化

と合わせ、世界で最も高精度の板材をより大量に供給で

きる体制が整った。さらに、長府製造所では、自動車工

アコンの普及に伴い、コ ンプレッサービス トン用の耐磨

耗性に優れた （Al-11%Si)合金の水平連続鋳造技術を

開発し、 1987年にその供給体制を整えた。
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グローバル化の推進

1980年代後半からの内需拡大による好景気もあって、

軽合金伸銅事業部の業績は好調であった。成長著しい飲

料用アルミ缶材を主力とし、自動車輸送機関連部材やコ

ンピュータのハードデイスク用アルミブランク材、同サ

ブストレート、リ ードフレーム材、エアコン用銅管など、

成長分野の高付加価値製品を手がけていたことが要因と

なり、鉄鋼、機械と並ぶ基幹事業に育った。

一方、この時期、海外の生産拠点が相次いで本格稼働

を始めている 。1987年 （昭和62) 4月に設立 した

「KobeLead:frame Singapore Pte. Ltd. (KLS)」は、 半導

体工場が集中するシンガポール、マレーシア地区におい

てリードフレーム完成品の生産 ・販売を推進した。

当時、パソコンの普及が著しいアメリカにアルミサブ

ス トレートの現地生産会社 「KobePrecision. Inc. (KPI)」

を設立したのは1987年11月のことである。アメリカに生

産拠点を持つのは、 磁気デイスクの素材メ ーカーとして

は初めてのことであった。また、 1988年 1月、アメリ

カ・ノースカロライナJ‘卜1に設立 した 「KobeCopper 

Products Inc. (KCPI)」は、アメリカにおけるエアコン

用薄肉平滑銅管および内面溝付銅管の製造 ・販売を目的

としたものであった。

さらに、1988年10月、 HDDに使用されるアルミ ・マ

グネシウム精密加工部品の製造 ・販売を目的として

「KobePrecision Parts (Malaysia) Sdn.Bhd. (KPM)」

を、また、アルミサブストレートの現地加工会社として
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Alcoa社との調印 KAAL起工式

「KobePrecision Technology Sdn.Bhd. (KPTEC)」をマ

レーシアに設立した。続いて、同年12月同じくマレーシ

アに設立されていた銅管二次加工の孫会社を「Kobe

Copper (Malaysia) Sdn. Bhd. (KCMA)」として子会

社化し、エアコン用銅管の生産を開始した。

一方、 1990年9月には、世界最大のアルミメ ーカーで

あるAlcoa社 （アメリカ）との間でアルミに関する包括

的な提携の合意が行われ、その一環として1991年 1月に

はアルミ缶材の製造 ・販売会社「神鋼アルコアアルミ株

式会社 (KAAL)」を設立した。工場は、真岡製造所隣

接地に建設し、1993年10月から操業を開始した。この提

携は、技術交流や共同事業の推進などを通じてアルミ事

業の拡大を広範囲に推進していくことを目的としてい

さらに、1995年12月には 「KAALAustralia Pty. 

Ltd. (KAAL豪州）」を設立、オース トラリアおよび東

南アジア地区における缶材の供給拠点を確立した。

この間、1992年 6月に当社とAlcoa社は、自動車を中

心とするトランスポーテーション分野向けのアルミ板材

を生産販売する合弁会社を日米双方に設立した。日本の

新会社は「神鋼アルコア輸送機材株式会社 (KATP)」、

アメリカの新会社は「AlcoaKobe Transportation 

Products. Inc. (AKTP)」で、当社とAlcoa社が共同して

日米の自動車メ ーカーに自動車部品のアルミ化を働きか

た。

主力製品に特化した重点施策

1992年 （平成4)4月の組織改正により 「軽合金伸銅

事業本部」は、「アルミ・銅事業本部」と改称された。

この年にスタ ート した新中長期経営計画 「ターゲット

2000」 と同時に策定された「92~•95アクションプラン」

の事業部門の基本方針の中で、アルミ ・銅部門は 「グロ

ーバルかつタイム リーな事業展開による世界一流の総合

非鉄企業の実現」をスローガンに掲げた。これには、

Alcoa社との提携を核とした事業基盤の強化 ・拡大や、

自動車軽批化を念頭に置いた需要への対応、環境問題に

対応したリサイクルの雅進など、具体的な事業の方向性

が示されていた。

缶材は、日本のアルミ缶市場の 1/ 3以上のシェアを

占め、独自の合金開発や数値解析を駆使した缶成形技術

を確立し、 1993年10月からKAALが操業を開始したこと

もあり、旺盛な需要を背景に急成長を続けた。

また、アメ リカやヨーロッパの燃贄規制強化による自

動車材のアルミ化も、サスペンションなどの足回り部品

から外板パネルに及びつつあった。当社では、 「自動車

プロジェクト」を結成し、各自動車メーカーにアルミ部

品の採用を働きかけていった。地球環境の保全は時代の

さらなる燃骰規制強化への対応として自動

けていった。

要請であり、

車部材のアルミ化の進展が予測されていた。

この頃、鉄道車両にもアルミ化の波が及んできた。東

北 ・上越新幹線200系車両や1992年に登場した東海道新

幹線300系車両などの高速鉄道車両や帝都高速度交通営
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新設当時の大安工場

＾
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団 （現 ・東京地下鉄株式会社）の地下鉄車両に当社のア

ルミ製品が採用され、軽量化に貢献した。

1937年に操業を開始した名古屋工場はアルミ・銅事業

本部の中でも古い工場の一つであったが、周辺の都市化

により、敷地面で生産量拡大への対応や高効率生産ライ

ンの構築に限界があった。そこで、 三重県員弁郡大安町

（現 ・いなべ市）に新工場を建設し、名古屋工場の設備

を移転することにした。工事は1992年9月に着工、1993

年 8月に第 1期工事として6,300トンメカニカルプレスを

中心にした鍛造工場が完成。これに続いて金型鋳物工場、

油圧プレス鍛造工場、機械加工工場、砂型鋳物工場の建

設・移転工事を実施し、 1995年4月に大安工場は全面操

業を開始した。

1995年1月に神戸を襲った阪神 ・淡路大捉災は、アル

ミ・銅部門は直接の被害は受けなかったものの、神戸製

鋼の一員であることを強く 意識する未曾有の出来事であ

った。

社の存続さえも危ぶまれた中、アルミ・銅事業本部で

も緊急対応策として 「‘95~'97経営計画」の中で、総コ

スト削減、要員、設備投資、総資産の圧縮の他、 全国レ

ベルでのアルミ ・銅需要の取り込みを図った。

震災から 2年が過ぎた1997年4月に策定された新中期

経営計画 「KOBELC0-21」('97~'99アクションプラン）

では、アルミ ・銅部門の経営目標を 「グローバルな事業

展開を行う非鉄圧延業のト ップメーカーを目指す」とし、

事業を 「アルミ板」「アルミ押出・加工品」「銅板条」

「銅管」「電子材」「鋳鍛」とに分類し、それぞれの強み

を発揮する体制を目指すことになった。

この中で、特に重点プロジェクトとして取り上げられ

たのが、自動車用アルミ材であった。衝突安全性や車内

居住性の向上への対策として車重が増加する中、環境規

制の強化も相侯って、自動車メーカーにと っては、軽量

化が大きな命題となった。自動車メーカーはアルミ化へ

の取り組みを本格化し、 車体軽量化の機運が盛り上がっ

てきていた。

当社は既にサスペンション用鍛造品、バンパービーム

押出品、フードなどパネル材などの実績を持っており、

神鋼アルコア輸送機材味とともに積極的にこの動きに対

応した。

研究開発部門の充実、優れた解析技術、さらには、 真

岡製造所に導入した自動車用アルミパネル部品の加工試

験用1,000トンプレスに代表されるシミュレーション用の

設備により、自動車メーカーの技術スタ ッフと協力しな

がら開発を進められる体制は現在でも継続しており、自

動車メーカーからの信頼は厚い。

真岡製造所の主力商品である缶材の製造はKAALが行

うようになり、 真岡では自動車材、デイスク用基板、エ

アコン用のフィン材、オフセ ット印刷に使用される印刷

板、 金型用厚板などに力を注いだ。1998年に缶エンド材

の生産を開始したKAALは缶材事業の製造 ・販売を一本

化し、 事業の強化を図った。

2000年春にはビール容器としてアル ミボトル缶が登

場。ボトル缶にはキャ ップと本体の 「2ピースタイプ」

とキャ ップ、本体、底蓋の 「3ピースタイプ」の2種類
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著作権上の理由により
非表示としています

700系のぞみ（写真提供／西日本旅客鉄道株式会社）

があり、当社はその開発にあたり、双方に対して通常の

アルミ缶材に比べ加工性や強度の而で優れた材料を開

発 ・供給した。現在では清涼飲料向けを中心にアルミ缶

の15％を占めるまでになっており、今後も増加すること

が期待されている。

アルミ押出の分野では、 1994年に開発された制振形材

「ダンシェープ」が帝都高速度交通営団地下鉄南北線車

両や新幹線 「のぞみ」の「500系」「700系」車両に採用

された。また1997年には土木分野でも採用され、 「高架

橋裏而吸音板」や 「トンネル内壁面吸音板」としで性能

を発揮している。鉄道車両としては、さらに次世代新幹

線「N700系」および 「700T系 （台湾新幹線）」 への採用

が決まっており、今後とも活蹄の場が広がることが期待

されている。

カンパニー制の導入とアルミ ・銅カンパニー

における「選択と集中」

1999年 （平成11)4月、 当社は社内カンパニー制を導

入し、アルミ ・銅事業本部もカンパニーの一つとして新

たに発足した。2000~2002年度連結中期経営計画 「チャ

レンジ21」において、自動車軽址化への対応として、ア

ルミ板材、アルミ押出材、アルミ鋳鍛材が重点戦略事業

分野と位置づけられた。材料、圧延、加工、接合、構造

解析などのアルミの製造技術だけでなく 、自動車の設計

から加工技術まで含めた総合技術力をもとに他社に先が

けてアルミ自動車材を商品化すること。さらに、 Alcoa

社との提携で得たグローバルな対応力を活かして、世界

三菱マテリアル

出資 ， 
三菱伸銅

出資

kobe E|ectronics Mate「iaIs1出資
（タイ）

| Singapo「ekobe |出資
（シンガポール）

I蘇州神鋼電子材料 I
（中国） 出資

1神鋼力得米克電子部件（無鑢）1

アジア （中国） ↑出資

第 4章 〈アルミ・銅部門〉

国内

神鋼リードミック

Trefimetaux 

（フランス）

Outokumpu 

（アメリカ）

欧州

北米

霜子材料用銅板条分野のアライアンスとグローパル供給体制

同一品質の供給という課題にも取り組むことになった。

一方、 事業運営についても大きな改革が行われた。そ

れまでの製品別運営を一歩進めて、ユニット制を導入し

た。事業を「アルミ板」「アルミ押出・加工品」 「銅板」

「銅管」「鋳鍛」の5つに分け、各ユニットで損益責任を

負う形にすることで、ともすると対立しがちであったエ

場 ・営業間の垣根を低くし、 共に同じベクトルを持って

事業運営を行う体制とした。

当時は厳しい経済環境の中、各企業とも事業の 「選択

と渠中」を急いでいたが、アルミ・銅カンパニーでもそ

の一環として積極的に業務提携や企業合同を実施し、 事

業の基盤強化を図ることになった。

1999年7月、 当社、 三菱マテリアル株式会社、 三菱伸銅

株式会社の 3社は、銅板圧延事業における業務提携を結

ぶことで合意した。これは、銅合金溶解 ・鋳造、銅板圧

延、リ ードフレーム加工などに関し、相互生産委託や資

材の共同購入、倉庫の共同利用による物流コストの削減

などで体質強化と国際競争カア ップを目指そうというも

のであった。1999年9月に発生した長府製造所の高潮被

害によりほぼ1カ月にわたり、 生産 ・出荷が停止した際

も、この提携が効を奏して需要家への影響を最小限に食

い止めることができた。また、 2001年9月には三菱伸銅

（樹と共同でタイでのスリ ット加工会社を設立した。

続いて、アルミ押出事業に関して住友軽金属工業株式

会社と包括的な協カ・提携関係の構築を図ることで基本

合意に達したのは2000年12月のことである。両社のアル

ミ押出事業は、 主に輸送機材やOA機器などの非建材分
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三菱マテリアル
住友軽金属工業

国
内

押
出
品

提携 ・屹"j・・
出貴

神鍋アルコア輸送機材
出‘（アルミ板）

提携 Kobe Aluminum Automotive P「oducts

（アルミ鍛造品）

自
動
車
材

北
米

Aloca Ko屁TranspanationP「oducts

（アルミ板）

Alcoa 

国内

Kobelco&Materials Copper Tube 
(M) 

（マレーシア）

Kobelco&Mate「ialsCoppe「Tube
(Thailand) 

アジア
（タイ）

Wieland Metals 

（アメリカ）

（アメリカ）

出
資

北米

アルミ分野のアライアンスとグローバル供給体制 銅箆分野のアライアンスとグローバル供給体制

野で高い実績を持っており、この提携を機にさらなる競

争力の強化と一層のコス トダウンを図ることになった。

2003年8月、当社はAlcoa社との提携内容の見直しを

行い、自動車用アルミ材での協力関係を強化した。缶材

用アルミ板事業については提携を解消し、 12月1日をも

って、当社が神鋼アルコアアルミ（梱 (KAAL)を吸収合

併することを決定した。また、 KAAL豪州については、

Alcoa社が事業を引き継いだ。

また、 2004年4月1日、当社は三菱マテリアル（梱の銅

管部門との統合新会社「株式会社コベルコ マテリアル

銅管 (KMCT)」を設立し、国内および東南アジア地区

における銅管事業を統合した。

新会社は、国内では35％の トップシェア、東南アジア

においても約30％のシェアを持つ、アジア地域でトップ

クラスの銅管製造 ・販売会社となり、海外シフトが続く

エアコン用銅管市場に対応した事業展開を図っている。

2. 技術と製品開発

アルミ

［アルミ板］ 一自動車、缶材、 IT関連分野で大きく飛躍一

•自動車材

自動車の軽量化材料としてのアルミは、複雑な断面形

状が得られること、 リサイクル性に優れるこ となどから、

エンジンやホイールなどに鋳物が多用されてきた。1980

年代に入るとサスペンション部品などの鍛造品、バンパ

ービームなどの押出材に加えてフードやフェンダーなど

の外板パネルに板材が採用されるようになった。

こうした軽塁化の目的は、その時代の社会的要請によ

って異なり、 1980年代は「車としての運動性能や乗り心

地を向上させるため」であったが、 1990年代には「地球

環境の保護、燃費向上、排ガス規制のクリア」が重要な

キーワードになっていた。

日本国内のアルミパネル採用は、 1985年 （昭和60)の

マツダ株式会社 「RX-7」のフードに始ま った。自動車

パネル用アルミ合金には、欧米で主に使用されていた

6000系 (Al-Mg-Si)と日本で主流の成形性の優れた

5000系 (Al-Mg)があり、 当社は成形性に優れた5000

系新合金「G4B」を開発し初めて採用された。その後

1989年に、成形加工性のより 高い自動車外板用アルミ合

金「KS5J30」を開発し、日産自動車株式会社 「フェア

レディz」のフー ドに採用され、さらにこの年マツダ（掬
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RX-7（写真提供／マツダ株式会社） フェアレディZ（写真提供／日産自動車株式会社）

スーブラ （写真提供／ トヨタ自動車株式会社）

の 「RX-7」のモデルチェンジ車および 「ユーノス ・

ロードスター」のフー ドにも採用された。

また表面性状は、鋼板と同様にショ ットダルにて調整

していたが、塗装外観の鮮映性をより高めるために、自

動車パネル用アルミ材のレーザーダル加工技術を確立

し、 「フェアレディz」に採用された。
1993年には、 Mg添加量を増加させさらに成形性を向

上した 「KS5J32」を開発し、 トヨタ自動車株式会社

「スープラ」のフードに採用され、 KS5J30とあわせ、国

内でのパネル合金の主流を占めるようになった。1995年

に 「KS5J30」、「KS5J32」は、それぞれ米国アルミ協会

に「AA5022」、「AA5023」合金として登録された。

方、国内で唯一6000系合金を指向した本田技研工業株式

会社の要求により、 当社は 「KS6M83」を開発し、 1990

年のオールアルミボディ車 「NSX」のパネルに初めて

採用された。高強度のため博肉化が可能であり外板とし

ての表面品質に優れるため、その後も1999年、インサイ

トにも採用され、同社のアウター用パネル合金の主流と

なっている。

また当社では、自動車用熱交材料の開発にも取り組み、

1987年にラ ジェータ用アルミ合金 「HE65C」を開発した。

この合金は真空ろう付用で、外而大気側，内面クーラン

ト側両者の腐蝕に強く、強度が従来材より30％向上した。

また1993年に、当社は神鋼アルコア輸送機材（樹(KATP)、

日本電装株式会社と、超軽拡で高耐食性のアルミ合金製

ラジエータを共同開発した。自動車用ラジエータは、銅

合金製が主流だったが、軽羅化ニーズとともにハンダ用

NSX（写只提供／本田技研工業株式会社）

鉛の使用規制などもあり、 一気にアルミ化が進むことに

なった。この開発は、軽金属学会から第28回小山田記念

貿を受裳している。

この頃までの自動車材のアルミ化は、コスト高の問題

もあって一部のスポーツカーや高級車に限られており、

1990年代初めのバブル崩壊とともに自動車材のアルミ化

は一時後退し、環境意識、安全意識が高まった1990年代

末から再び活発になっていく 。

その最大の要因は、日米欧で衝突安全性の評価、規制

が強化され、その対策で車が重くなる中、欧州での2008年

のCO2自主規制(140g/km)、米カリフ ォルニア州で

のCAFE規制等の環境規制の強化との挟み賂ちに会い、

自動車の軽醤化が大命題となってきたことによる。これ

により拡産車のアルミ化が急速に進むことになった。

「セドリ ック／グロリア」、 「スカイライン」、「プリウ

ス」、「クラウン」等の羅産車にパネルがアルミ化されて

行くと、 合金は5000系から、薄肉化によるコストダウン

が可能な6000系合金が主役となり、グローバル調達性も

考應され、 「6M83」からより成形性、強度を向上させ

た 「KS6K21」がパネル合金の主流となっている。さら

にCuを添加させ成形性を向上 させた 「KS6K32」

「KS6K31」も開発し採用されている。アルミパネルの採

用部位もフードやフェンダーだけでなく、 トランクリ ッ

ド、バックドア、ルーフ、 ドアヘと拡大してきている。

2003年、マツダ味の新型スポーツカー「RX-8」の

フード、リアドアにパネル材の納入を開始し、また三菱

自動車工業株式会社の 「ランサーエボリューション珊
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， r 
アルミ缶材の国内シェアは3割

MR」では従来のフード、フ ェンダーに加えて、国内で

初めてルーフにアルミが使用された。さらに、 富士重工

業株式会社の新型スポーツワゴン 「レガシィ 」のバック

ドアにも、当社材が初めて採用された。これにより、国

内の全自動車メーカーヘのアルミ材の納入を果たし、 国

内ボデーパネル材の最大の供給メーカーとなっている。

●缶材

軽量で密封、遮光性に優れ、リサイクルにも適してい

ることから、暮らしの中に浸透している飲料用アルミ缶。

当社は、国内の缶材シェア 3割、ボトル缶材シェア 7割

を誇る缶材のト ップメーカーである。

当社は、材料開発、生産技術開発を積極的に進め、ア

ルミ缶の拡大に貢献してきた。

缶材の開発においては、缶メーカーと同等の加工設備

を備え、よりニーズにあった材料開発を行うとともに、

その加工技術についても研究 ・提案している。1980年代

からFEM解析 （数値解析）の活用を開始し、飲料缶メ

ーカーからのニーズに対応したボディ材、エンド材の開

発 ・缶設計に威力を発揮している。

また当社は、製造工程の連続化 ・高速化、コイル大型

化等により、競合他社に先んじて生産効率の向上を推進

してきた。

．缶材料の開発

ボディ材料にはAl-1%Mn-1%Mgの3004合金が使用

されている。1980年代の初め、 当社は加工時の缶胴割れ

を防止するために、材料と加工の両面の研究を進め、ベ

ークハード型のボディ材 「Hl91」を開発した。
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アルミ缶キャンペーンのポスター ボトル缶

3004合金は非熱処理型合金であるが、製造過程で急速

加熱冷却工程 （CAL)を追加したものである。これに

より、缶の成形性を高めるとともに、缶成形後に高強度

となる製造工程、 合金を生み出した。世界でも全く新し

い薄肉高強度材としで注目を浴び、国内の各飲料缶メー

カーがこのHl91をベースにした。

その後継品として、 当社が開発したHl9M(1993年）

とHl9(1995年）は、生産効率を上げるために工程を簡

素化したもので、 Hl9にいたっては、焼鈍の工程を省き、

ホットコイルを 2タンデム冷間圧延機に一度通すだけの

直通材であった。Hl9化の実現には、 最適な強度を保つ

ために、材料面はもちろん、加工面の対応が重要で、飲

料缶メーカーとの密接な連携が必要になる。

方、エンド材は本体とタブに分けられ、本体は用途に

より合金の種類が異なる。ビールおよび炭酸飲料用には

Al-4.5%Mg系の5182合金が、非炭酸用にはAl-2.5%Mg

系の5052合金が使用されている。また、タ ブ材としては、

般的に5182合金が使用され、いずれも圧延硬質材である。

1980年代後半に導入されたSOT(Stay On Tab)化の

拡大への対応として、 1991年に非炭酸用のエ ンド材

「5K52」を開発した。これは、 5052合金をベースにした

ものであるが、必須添加元素をCrからMnに換え、環境

対応型のクロムフリーにしたのが特徴であった。また、

ェンド材に必要な開缶性を向上させ、日本における負圧

缶SOT化の拡大に大きく 貢献した。

・アルミボトル缶

ペットボトルに対抗して2000年春に実用化されたアル
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ミボトル缶には、「キャ ップ＋缶胴部」の2ピースタイ

プと、「キャップ＋缶胴部＋底蓋部」の 3ピースタイプ

の2つがある。

当社は、アルミボトル缶実用化前よりいち早く需要家

と連携しボトル缶用のアルミ材料開発に着手し、最適材

料を開発、現在まで7割近いシェアを維持している。

2ピースタイプのボトル缶は、開口部の口絞り成形を

66mmの元径から38皿まで進める。この過酷な縮径化に耐

え得る変形性能を備えた材料として、当社は3104-Hl9

合金を開発。成形性、外観特性ともに優れたボトル缶材

である。

3ピースタイプは、フィルムラミネート材を使用して

ドライ成形しており、 トップドーム成形と呼ばれるユニ

ークな成形工程が採用される。フィルムラミネートや製

缶工程中の熱によって材料が柔らかくならないように、

熱をかけても軟化しにくいベークハード型の材料を採用

した。また、要求特性に応じて成分範囲を最適化してい

る。3ピースタイプのエンド材には、アルミ缶のエンド

材と同様の5182合金が採用されている。

当社では、 ボトル缶の実用化と同時期に表面品質異常

に関する分析システムを構築した。過去に発生した異常

を形態、有機 ・無機成分、金属組織などの面から科学的

に分析し、データを蓄梢、システム化した。このシステ

ムにより、厳しい素材表面品質の管理に、より迅速に対

応できるようになった。また、ボトル缶以外の一般アル

ミ板明細にも横展開を図り、当社板明細の品質維持と異

常流出防止、対策に大きく 貢献している。

●一般材

1985年に発売した 「シグマダル」は、アルミ板の表面

に特殊な表面加工を施し、アルミ独特の艶を抑えた、落

ち着いた色調の建築素材である。施主や設計者の多様な

ニーズに応えるべく開発した。

熱伝導率が高いアルミの長所と、強度があり、耐食性

に優れたステンレスの長所を兼ね備えたステンレス ・ア

ルミ多層クラ ッド材を1988年に開発した。剥離強度がイ

ンチ当たり70~100kgと高く、また絞り加工性に優れる

ため、高級調理器具、自動車部品、車両部品、医療器具

部材、電子部品用など幅広い用途が可能である。さっそ

く、調理器具メーカーから行平鍋の材料として受注した。

同年、関係会社のサン ・アルミニウム工業（梱から販売を

開始した 「NOVI-AL」は、従来品に比べて伸びが2

~3倍、引張り強度も50~60％向上するアルミ箔地であ

る。その使用範囲は大きく広がった。

当社の一般材のなかでも大きく 需要を伸ばしているの

が、エアコン用のアルミ表面処理フィン材である。2000

年に開発した「KS175」は、室内の床ワックスや壁紙な

どから発生する物質 （パラフィン、 DOPなど）が付着

しにくく、付着しても除去しやすい皮膜成分を選定し、

親水性の劣化を防止することができる。

1990年に販売を開始した 「アルハード700」は、鋼材

に匹敵する強度と硬さを備え、しかも加工性は鋼材の 3

倍以上という金型用アルミ合金である。加工性に優れ、

金型のアルミ化が進む樹脂成形分野で高く評価された。

1990年、アルミを使用した制振複合板 「ダンライト」
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神戸市庁舎に使用された建材 「アルカラー」 IXYデジタルカメラ （写真提供／キャノン株式会社） ディスク用アルミ基板

を開発した。自動車や家電製品向けに普及しつつある制

振鋼板と同等の騒音防止効果を持ち、制振鋼板に比べて

重量は 1/ 3で、耐食性が高い。用途や加工条件に合わ

せてアルミ合金や樹脂膜の種類を変えることができ、さ

まざまな分野に活用できる。

Iヽ'社が屋根用アルミ合金素材として開発した「コベル

ーフライト」をベースに、株式会社淀川製鋼所が成形 ・

加工した 「ヨドルーフ166・ハゼアルミ 」を1997年から

本格発売した。この屋根材は、再塗装不要のメンテナン

スフリーで、優れた耐久性と軽最が特徴であった。

アルミ板の用途開発、付加価値製品の拡大を図るため、

当社は1998年に「潤滑耐食性」「森電潤滑性」「食品容器

用」「絶縁性」の、4種類の異なる皮膜性能を持つプレ

コー トアルミ材 「KS700シリーズ」を開発し、販売を開

始した。ユーザーでの洗浄工程省略やアフターコー ト省

略などのコスト削減につながるプレコートアルミ材は、

家電製品、パソコン部材、自動車部材向けに拡販を図っ

た。

プレコート アルミ材よりさらに加工性を向上させたの

が、 1999年に開発した 「ALUNATE（アルネート）」シ

リーズである。表面をフィルムラミネート処理したアル

ミ材で、成形性が高く、絶縁性や耐食性に優れ、食品用

途にも使用可能な「ALUNATE-P」と、 湘などの汚れ

除去が容易で、プレス成形性などに優れた

「ALUNATE-F」の2種類を販売した。

同年発売した、精密切削加工用アルミ合金厚板 「アル

ソラン」は、内部残留応力を極小にしており、複雑な切
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削加工に最適で、納期短縮や加工コストを大幅に削減で

きる。同じく厚板で、 1994年に発売を開始した精密機械

加工用高精度アルミ合金厚板 「アルハイス83」は、実用

非熱処理合金の中で最も強度の高い耐食材であり、耐海

水性、低温特性、溶接性に優れている。

2002年に商品化した 「コーベホーネ ツ ・アルミ 」は、

アルミニウム本来の特徴である軽さ、熱伝導性の高さを

維持しながら、電子機器の内部にこもった熱を効率よく

放出する板材であり、実用化を進めている。

2003年、デジタルカメラなどの電子機器ボディ向けに

金属の特長を活かしつつ高級感を高めたアルミ板材の益

産を開始した。高強度 ・高成形性を備えており、 プレス

加工による深絞り ・張出加工性に優れ、デザイン性を重

視した複雑な形状に加工することが可能である。表面処

理仕上げで、光反射率の高い白金のような透明感のある

色合いが実現できる。採用第 1号は、キャノン株式会社

のデジタルカメラ 「IXY（イクシ）デジタル」であった。

•ディスク材

1980年代後半から90年代前半にかけて、コンピュータ

はメインフレームからパソコンヘのシフトが加速した。

これに伴って、記憶媒体のハードディスク装置 (HDD)

に使用される磁気デイスクも大きく変化してきた。デイ

スクサイズは小径化により3.5インチが主流となり、 一

方で記憶容抵の大容饂化が進んでいる。

山社は1970年代半ばから、磁気デイスクの基板材料で

あるアルミ合金のブランク材を生産しており、 1985年に

は、ブランクを端面加工し、両面研磨機で研磨加工した



--フー ド

サイドフレーム
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自動車用アルミ部材の適用例

サプストレート材の製造をスター トした。

足廻り部品
（鍛造品）

当初、これら磁気デイスク材は、ダイヤモンドターニ

ングによる超精密切削加工の後，その表面上に磁性微粉

を均一分散させた有機樹脂塗料を塗布して磁性層を形成

していた。しかし，記録密度の高密度化によるヘッド浮

上量の低下で金属間化合物や非金属介在物が問題とな

り， 1980年の後半からブランク材の表面を研磨加工し、

めっき処理を行い、さらに研磨加工により仕上げた表而

に磁性膜をスパッタする製造法に変わってきた。このた

め、アルミ基板には、表面の研磨加工性、めっき面での

欠陥の低減や平滑性が求められることとなった。

アルミ基板用合金の開発では、 1988年に、従来の4倍

の記録密度に対応できる大容最 ・高密度磁気デイスク用

アルミ合金「NewADシリーズ (AD-3、AD-5)」を

発表した。これを使ったアルミデイスクは1990年度の毎

日工業技術賞を受賞している。また1990年には、めっき

欠陥の発生が少ない磁気デイスク用アルミ合金「PD-2」

を開発した。

当社では、アルミ合金板の生産から，アルミ板を打ち

抜いたプランクおよびプランクを研磨加工して表面を仕

上げたサブストレートまでの一貰生産を行い、高品質な

磁気デイスク材の生産 ・品質保証体制を構築し、記録密

度の高度化に対応するための研究開発を推進している。

一方、アルミニウム以外の素材も基板として使われて

いる。ノー トパソコンなどモバイル用のHDDの基板と

してガラス基板が使用されており，現在まで需要を分け

合っている。1998年IBMがアルミ搭載HDDのガラス化

ドアインパクトピーム
（プラケット付）

第4章 〈アルミ・ 銅部門〉

サブフレーム

を発表し、市場に衝限を与えた。当社もこの動きに対応

すべくガラス製造の技術を持つ日本板硝子株式会社との

間で合弁会社 「AdvancedDisk Technology Sdn. Bhd. 

(ADT)」をマレーシアに設立した。その後、ガラス化

の波は他のHDDメーカーには波及せず、モバイル用は

ガラス，その他はアルミニウムという形で現在に至って

おり、当社は2002年、 ADTを日本板硝子（樹に売却した。

現在、アルミブランク材は真岡製造所とグループ会社

であるマレーシアの「KobePrecision Technology Sdn. 

Bhd. (KPTEC)」で生産しており、そのシェアは世界で

約60%。サブストレート材の生産はKPTECに躾約して

いる。パソコンなどコンピュータ関連需要の他、近年、

映像録画、カーナビゲーションなどの新需要も急増して

おり 、今後とも需要の拡大を見込んでいる。

［アルミ押出・加工品］ 一自動車・ 銅詞詞• OAで社会に貢献一

•自動車

アルミ材料の中で、アルミニウムの特徴が最も出せる

のが押出品である。押出成形では断面形状が自由に選べ

て、 一体成形できるためスポット溶接などの部品に比べ

て剛性が高い。1980年代の初めまで、 当社のアルミ押出

品の生産はアルミサッシなど建築用形材が主流であった

が、 1980年代中頃に高技術、高機能を備えた高付加価値

製品を目指すこととし、軽批化が進む自動車 ・車両部材

の開発に取り組んだ。

自動車部材としては、 1992年に、高強度でありながら

押出性に優れたドアビーム用アルミ合金 「Z6W」を開

発し、本田技研工業（梱NSXのドアビームに採用された。
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アルミ制振形材「ダンシェープ」 アルセーフ アルステップ ろう付ハニカム

独自の構造解析技術で、衝幣エネルギーの吸収力を高め

た断而形状とし、 l,470MPa級 (150キロ）ハイテン材の

鋼管製ドアビームと同等以上のエネルギー吸収量を持ち

ながら、約30％の軽量化を図った。

1996年には、衝突時の衝眠を和らげるアルミクラッシ

ャブル合金を開発した。この合金で、長さ約40cm、直径

3~5 cmの円筒状の押出形材をつ くり、自動車ドアの内

部に衝賂吸収材として埋め込まれる。筒の厚みを工夫す

ることで、つぶれる速さと強度を調節し、クッション材

の役割を果たす。

バンパー用のアルミ高強度合金を開発したのは1994年

のことである。車種条件に合わせた高剛性断面形状設計

を行い、高性能なバンパーの設計を可能にした。高精度

曲げ加工技術の開発により、複雑な形状にも対応できる

のが特徴であった。また、 自動車の安全装置である

ABS（アンチ ・ロック ・ブレーキ ・システム）の普及

によりその油圧ハウジング材の需要が拡大した。当社は、

押出水冷技術 （押出の熱を利用した熱処理）および装置

の開発に より、他社との差別化を図り、現在、 ABSハ

ウジング材は、押出事業の大きな柱の一つになっている。

•鉄道車両

鉄道車両向けでは、当社が1994年に開発したアルミ制

振形材「ダンシェープ」が採用された。ダンシェープは、

アルミ中空押出形材の内部に制振樹脂を熱融着させたも

ので、制振性 ・遮音性に優れている。1996年に帝都高速

度交通営団の南北線の新型車両46両の床材に採用され、

その受注猥80トンはダンシェープ初の批産車両向け受注で

あった。また、 1998年には東海道 ・山陽新幹線の「700

系のぞみ」に採用され、車内の静粛性を高めるとともに、

アルミ中空押出形材を用いたダブルスキン構造によって

車体の強度や剛性が大幅にアップした。また、アルミ中

空押出形材の採用によって、従来のアルミ車両に不可欠

だった側柱や屋根たるき等の補強部材が不要となり、構

体組立の自動化、ロボット化が進んだ。その後、ダンシェ

ープは、次世代東海道 ・山陽新幹線「N700系」、海外で

は台湾新幹線700T系や中国準高速車両にも採用された。

1998年には、東京都多摩地区を走る多摩都市モノレー

ル向けに車両構体、中骨、床などの押出形材のほか、 ド

アなど内装材の板材、横行輪用ホイール向け鍛造品を納

入した。

以上のような、需要の拡大に伴い、 1998年には、新幹

線の車輛の長さ (25m)の大型押出形材の生産体制を整

え、その後の新幹線、在来特急等のアルミ化の拡大に応

えている。

•土木 ・ 建設

日本の高度経済成長期に当社のアルミ事業を支え、現

在の基盤を築いたのが建築用形材であり、長きにわたっ

て培った技術を活かして、今もさまざまな製品を社会に

送り出している。

1980年代後半～90年代前半には従来の重い仮設材に代

わりアルセーフ ・カルバタ ・アルステ ップ等の安全 ・軽

温仮設材が市場で評価を受けた。

サンドイッチパネルとして優れた強度 ・剛性・軽量性

を発揮する構造体の 「ハニカムパネル」は、新幹線の床
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土砂崩れ防止用受圧板「KOALA」 OA部品

材などとして高い評価を得てきたが、 1995年に建材用と

して販売したところ、大きな反響があり大幅に受注を伸

ばした。軽量でありながら建材としての強度を持ち、現

場での組立施工工数を大幅に削減できることが評価され

た結果だった。

当社の音響技術を活かして開発され、新幹線など鉄道

車両に多く採用された「制振ダン シェープ」に加え、

1997年には、道路における自動車の騒音を吸収する「吸

音ダンシェープ」が開発された。「高架裏面用」「掘割道

路用」「トンネル内壁面用」の 3種類がある。

いずれも防音性能、衝賂吸収性に優れ、建設省 （現 ・

国土交通省）の建設技術評価認定を取得した。

2003年、神鋼建材工業株式会社と共同でアルミ製とし

ては初めての土砂崩れ防止用斜面受圧板を開発した。

「KOALA」と名付けられたこの受圧板は、従来の鉄や

強化プラスチック製のものに比べて約30％も軽く、耐久

性に優れ、周囲の景観にマッチした塗装が可能で、組立

式のものは、解体すれば人の力で運搬することができる

などの特徴がある。

•OAその他

従来、大型アルミ構造物はリベットなどの機械的接合

しかできなかったが、 1988年に溶接可能な超高強度アル

ミ合金「KS7055」を開発、 三菱重工業株式会社と共同

でその溶接技術を確立した。これにより、特に継手部で

はlm当たり 1kgの軽罷化が図れ、航空機、タンク材、

鉄道車両などでの採用が期待された。

1989年には、 HIP（熱間等方圧加圧処理）などを利用

した反応焼結法によ って、射出成形機シリンダー用合金

「C-703」を開発した。この新合金は、優れた耐食性 ・

耐摩耗性を兼ね備え、従来品に比べて耐食性では約45倍

から100倍 （腐食液によって異なる）、耐磨耗性も 3倍か

ら約150倍の性能であった。

同じ1989年、感光体ドラム用合金として、 A40Sを開

発し、表面加工仕上り性の優れた、薄肉合金管として需

要を拡大した。さらに、 1995年には、その後継合金とし

て、表面処理 （アルマイト）仕上がり性にも優れた合金

A50Sを開発し、その後のニーズの厳格化に対応してき

ている。2002年に操業を開始したマレーシアのKSTSの

主力製品として拡大している。

当社をはじめとするアルミ大手7社は、通産省（現 ・

経済産業省）の支援の下、 1989年にアルミリチウム合金

開発の共同研究会社「株式会社アリシウム」を設立した。

同社はアルミニウムより強度が高く、かつ15％軽量の航

空 ・宇宙産業用AI-Li合金を共同開発するために設立さ

れたもので、 7年計画で総額20億円を投入。世界で初め

ての工業化を目指すことになった。しかし、研究データ

の蓄積等一定の成果は上げたが工業化までには至らず、

1996年研究開発を終え、その後2001年に解散した。

［アルミ・マグネシウム鋳鍛品］一高機能製品の生産に対応一

●鋳造品

当社が手がける鋳造には、自動車のエンジンマウン ト

などを生産する金型鋳造と、 主に航空機部品を生産する

砂型鋳造がある。

1985年、当社はアルミ合金の脱ガスを効率的に行うた
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航空機用ドア部品

航空機用AGBギアボックス 定廻り鍛造品

めに回転脱ガス装憧 「バブク リーン」を開発した。さら

に需要家のニーズに応え、 1988年には、多品種少益生産

に適した小型タイプと、 最産工場の製造ラインに対応す

る高速タイプの 2機種を追加した。

サスペンションなど自動車足回り部品の製造用に 「高

品質精密高圧鋳造技術 (KPH)」を開発したのは1988年

のことである。従来のダイカス ト技術をもとに、新たに

鋳造方法、溶湯処理方法を改良して製品強度の高い鋳造

法を確立した。前年に確立した 「高品質精密低圧鋳造技

術 (KPL)」とともに、鋳造技術のレベルア ップを実現

した。

航空機用の砂型鋳造品では、 1990年からB777ドア用

鋳物の量産を開始した。これと相前後して財団法人日本

航空宇宙工業会から航空機用ドア 1次構造部材の一体鋳

造品化研究を受託し、この開発には低圧鋳造法を採用し

た。1999年には複雑なオイル通路を有する航空機エンジ

ン用ギアボックスの量産を始め、 2004年には航空機用大

型一体鋳造ドアの開発などを実施している。

•鍛造品

にヽ社のアルミ鍛造は、 主に自動車用サスペンション部

品を製造するメカニカル鍛造と、航空機部品をはじめ、

船舶、車両、 真空機器部品などを製造する油圧鍛造があ

り、さまざまな分野のニーズに対応している。

1990年に開発したアルミ合金「KS651」は、従来、サ

スペンションなどに使用されていた合金に比べ、 高強度

で靱性に優れ、疲労強度や耐食性が高いのが特徴である。

アルミによる軽量化ニーズに応えるために、 一早く、応
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半羽体製造装四用篭極

アルミ製大型チャンバー

力解析による形状設計を手がけ、高級車種のサスペンシ

ョンアームに適用してきた。

この頃、新幹線用軸箱体のアルミ化が促進され、 当社

は300系、 500系、 700系、さらには台湾新幹線の軸箱体

を受注した。さらに、 トラックや船舶用の過給機用イン

ペラーのアルミ鍛造化に取り組んだほか、それまで海外

から調達していた民間航空機B777用の大型ヒンジビー

ム （重罷約200kg)の国産化を実現した。

•機械加工品

かつては航空機や車両分野がメインであった機械加工

部門も、近年は主に半導体 ・液晶製造装置部品のアルミ

化ニーズに応えている。

ヽ灯社が液晶製造装置用の真空チャンバーの生産に着手

したのは1999年のことである。現在では真岡製造所が生

産する国内最大の630mm厚スラブを活用し、大型門型マ

シニングセンターによって製造している。2000年頃から

受注が急増するとともに、大型化のニーズが高まり、現

在、第8世代用チャンバーとしては 3mを超える大きさ

まで拡大している。

一方、半導体 ・液晶製造装置用電極部材は、 当社の精

密加工技術と陽極酸化処理技術を融合したアルミ合金部

材である。耐プラズマ性と耐ガス腐食性に優れた当社独

自の陽極酸化処理 「K.PRAS」によ って、パーティク

ル発生を低減し、 2倍以上の長寿命化を達成した。



リードフレーム

銅

園 板］ 一電子材料の開発をリードする一

•リードフレーム用合金

当社は、 1970年代後半に銅系半導体リードフレーム材

の製造に着手した。以来、半導体市場の拡大に伴い、各

種のリードフレーム材を提供している。そのルーツとい

えるのが 「KFC」という名の合金で、 Cuに微量のFeと

Pを添加して、純銅に近い電気特性を持ちながら、強

度 ・耐熱性を大幅に改良した画期的な製品であった。

「KFC」はその優れた特性から現在では、 パワー系リー

ドフレーム用途におけるスタンダード材となっている。

その後、 「KLF(Kobe Lead Frame)」という名称で、

多くのリードフレーム用合金を市場に送り出している。

1985年 （昭和60)に開発した 「KLF125」はCu-Ni-Si

系合金で、高い強度と優れた繰り返し曲げ性を持ち、し

かも導電率は42アロイの10倍であった。本合金はコルソ

ン系合金として、当社が世界で初めて量産化し、拡販に

成功したリードフレーム材である。1990年代に入ると、

当社は国内シェア 1位になり、やがてアジアでもト ップ

シェアとなった。

2001年に発売した 「KLF170」はCu-Ni-P系合金で、

NiとPの含有量を調整することによ って、導電率と高強

度を両立させた。さらに、スタンピング加工性およびエ

ッチング加工性を兼備させる ことに成功し、 高強度多ピ

ンICリードフレーム用素材として、既存材を上回る特

性をもつ有望な材料として市場開拓を進めている。

第4章 〈アルミ・銅部門〉

端子・コネクタ

トラ ンジスタ、パソコン、携帯電話、デジタル家電な

ど、リードフレームの用途は拡大しており、それぞれの

ニーズに応じた合金の開発を進めている。

●端子 ・コネクタ用合金

1980年代前半、当社は、自動車用および民生電子機器

用端子・コネクタ用合金の開発を始めた。「KLF-5」は、

もともとリードフレーム材として開発したCu-Fe-P-

Sn系合金であったが、加工性と強度 ・ばね性 ・導電性

に優れており、特に自動車用の端子 ・コネクタ用材料と

して用途が拡大し、それまで使われていたりん青銅を置

き換えるスタンダード材として育った。その後、端子用

途の合金は、 CAC(Copper Alloys for Connector) シ

リーズとして製品開発し、 CAC16は、 KLF-5と同様に

500トン／月を上回るまでに拡大した。

1998年に開発した 「CAC60」は、高強度で、優れた

応力緩和特性と成形加工性を持つCu-Ni -Si -Zn -Sn 

系合金である。自動車の高温対応型小型端子用として、

今後最も拡張性の見込まれる有望な材料の一つである。

最近は自動車の電装化が飛躍的に進展し、コネクタの

多極化および端子の多極化・小型化が進んでいるため、

コネクタを嵌合する際の挿入力に負荷がかかることが大

きな問題としてクローズア ップされてきた。

これを克服するために開発されたのが、すずめっき銅

合金材料「TNシリーズ」である。このすずめっき材は、

＂ニ ッケル下地・リフローすずめっき＂によ って、端子

接点の磨擦係数を大きく低減した。ますます多極化 ・小

型化が進む端子 ・コネクタの世界では、めっき材料の開
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圧 』一

サーモエコ＿シリーズ

＼ 

「コベルーフグリーン」が採用されたマンション 熱交換器用銅管 フェロコチューブ

発がキーテクノロジーであり、端子 ・コネクタの高性能

化を目的とした次世代メ ッキ技術を開発し、ユーザーへ

のPRを始めている。

●屋根材

銅板の用途開発の一環として、自然発色緑青銅板「コ

ベルーフグリーン」を日本パーカライジング株式会社と

共同で開発、 1987年に発売した。この屋根材は、銅板に

塩基性塩化銅の緑青皮膜を形成する特殊な化学処理を施

し、人工的に緑青を発生させる。裸銅板では発生までに

15~20年を要するが、「コベルーフ グリ ーン」なら短い

もので、 3~5年で天然緑青へ移行する。

さらに1991年には、天然の緑青色に近い色合いを持つ、

化学発生型緑青銅板「コベルーフグリーンKG-3」を

屋根材として発売した。しかしながら、これら銅板の屋

根材は、電子材料へ特化する中で、 1999年に販売を中止

した。

憧管］

Iヽ'社は、 1970年代末のオイルショ ックを機に、政府か

らのエアコンの省エネ要求に対応、エアコンメ ーカーと

共同で銅管の内面に微細な、らせん状の溝を多数有した

内面溝付管 「ハイピーテ ックスチューブ」を製品化した。

この内面溝付管は、従来の平滑管に比べて 2倍以上の

管内側熱伝達率を有することから、エアコン各社は積極

的な採用を行い、国内機種には100％使用されている。

当社は真岡製造所で生産するアルミフィン材と秦野エ
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場の銅管を組み合わせ、熱交換器の性能改善や加工技術

開発等にも積極的に取り組み、 高い評価を得ている。ま

た、地球温暖化対策として注目されている、 高圧の炭酸

ガスを冷媒としたヒートポンプ給湯器 （エコキュート）

用には、 高強度の合金管を開発して対応している。この

他に応用製品としてストレート溝付銅管で製造された熱

輸送特性の優れたヒートパイプがあり、ノートパソコン

用として大量に使用されている。

圧縮式冷凍機用伝熱管としては、外フィンの先端を微

細加工した高性能新冷媒用 「トップク ロス」を開発、吸

収式冷凍機用には独立突起型の外フィンを多数有した超

軽羅の 「エンドクロス」、「コンデクロス」等を相次いで

開発し高いシェアを保有している。

一方、建築用の給湯・給水用には、あらかじめ被覆加

工した 「サーモエコー」シリーズを商品化した。

また、 1990年、 当社は発電用蒸気タービン復水器を中

心とする熱交換器の銅合金製伝熱管として、世界で初め

て、 管の内面に水酸化鉄皮膜を形成する技術を開発し、

量産体制を確立した。これは、耐蝕性を高めるのが狙い

で、 「フェロコチューブ」として商品化した。鉄イオン

と水蒸気を利用し、化学的に銅合金管内の内面を表面処

理する方法により、 工場の製管段階で水酸化鉄保護膜を

つけることに成功し、従来品に比べて寿命も 2、3倍延

びた。
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現在の真岡製造所 真岡製造所熱間仕上圧延機 真岡製造所冷閻仕上圧延機

3. I生産拠点

真岡製造所

真岡製造所では1981年（昭和56)から1983年にかけて、

第3期工事として冷間 6段圧延機の新設をはじめ、連続

スラブ加熱炉、連続焼鈍ライン、テンションレベラー、

スリ ッターを増設した。続いて、フ ィン材表面処理ライ

ン、溶解炉、 DOS（缶材表面処理）ラ インなどを新・

増設した。これらは主に缶材の製造設備で、日本におけ

る缶材需要の伸びを予測したものであったが、アメリカ

への輸出用缶材の増饂にも貢献した。

1988年4月、 「アルミ板月産能力 2万トン体制、板厚精

度向上」に向けて、熱間圧延設備の拡充に着手した。す

でに、缶材の板厚精度向上を目的に、圧延設備の改造工

事を段階的に進めており、冷間圧延機の改造工事などを

行ってきたが、これに続いて、クラウン制御能力を向上

させるために熱間仕上げ圧延機を 4スタンド化するほ

か、圧延用のプロセスコンピュータも増設しようという

計画で、投資額は約め億円であった。

これら一連の工事は、 1989年10月にすべて完了した。

熱間仕上げ圧延機の 4スタンド化は一足先に工事が完成

し、 8月から本格運転に入った。アルミ板の月間生産掘

は、目標の2万トンを達成しており、これは日本初の実績

である。

真岡製造所では、冷延設備における制御能力の強化な

どで缶用材料 (0.3mm)は板厚公差土7.5ミクロン程度の

ものを土 6~6.5ミクロンまで向上させていたが、 4ス

タンド化工事の完成により板厚公差土 5ミク ロン以下と

いう、世界でもト ップク ラスの高精度板材の製造が、い

ち早く可能になった。世界で初めてTPロール （テーパ

ビストンロール）を熱間圧延機に採用し、 一連のクラウ

ン制御機能を有した総合的な自動制御システムを、石川

島播磨重工業株式会社と共同開発したのであった。

ますます増大するアルミ缶需要に対応するため、アル

ミ冷間圧延コイルの大型化 （大径化、大単重化）を目的

に、大型スラブ面削機とキャンエンド用広幅コーティン

グラインの新設工事を実施し、 1990年に完了した。同年、

加熱炉 （月産能力8,000トン）と溶解炉 （同6,000トン） が完

成し、 7月から本格操業に入った。これにより、 真岡製

造所のアルミ板熱延能力は月間 2万6,000トンまで増加し

た。

1991年 3月に建設に着手した第ニァルミ連続焼鈍炉

は、 当社が開発した缶材Hl9M用に導入した設備である。

電磁誘導式の連続焼鈍炉で、他の連続焼鈍炉と区別する

ため 「CHAT（チャ ット）」 と呼んでいる。この設備は、

厚板 (0.5~2.5mm)の高速加熱焼鈍が可能で、生産性が

大幅に向上した。

1993年には、 Alcoa社との合弁事業である神鋼アルコ

アアルミ（梱にて、 2タンデム冷間圧延機とスリ ッターが
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真岡製造所 DOS（缶材表面処理）ライン

稼働を開始した。これをも って、冷間圧延工程の増産投

資は一段落した。

1995年に、モーターのパワーアップ等の熱間粗圧延機

増強、 2002年熟間仕上圧延機リフレ ッシュ等の熱間圧延

の増強を行った

1990年代に入ると、パソコンの急速な普及によってデ

ィスク用基板の生産に拍車がかかった。1991年にグラウ

ンドサブス トレー トの増強工事が完了すると、 真岡製造

所の月産能力はそれまでより 30％拡大し、 130万枚に伸

びた。

1998年に第 2デイスクブランク工場が稼働を開始し、

デイスク用基板 （ブランク）の増産体制が整った。2001

年には、 HDD1台当たりのデイスク搭載枚数の減少に

より数鎚が激減する等の大きな変化があったが、 HDD

がパソコンだけでなく、ゲーム機、 AV機器 （テレビ、

DVDレコーダー）、カーナビゲーション等に使用される

という市場の変化もあり、 2002年の後半から、デイスク

用基板の需要が回復し始め、フル稼働状態が続いている。

また、 2002年にはグラウンドサブス トレートの製造工程

をマ レーシアのKPTEC社に集約した。

自動車材のアルミ化が進む中で、 1992年10月に自動車

用アルミパネル部品を実物大でプレス成形加工できる加

工試験用1,000冒 川圧プレスが導入された。これは、 加

ーこの難しい ドアやフェンダーなどをアルミ化させるため

に、新しい成形加工技術と成形容易なアルミ合金を開発

するための試験用プレス機である。この設備の禅入で実

物大の試作品を製作できる体制を整えたのである。
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真岡製造所加工試験用1,000卜以 B圧プレス

地球環境問題としてCO2削減が重要な問題になって

おり、 車体軽屈化による燃費の向上と排ガスの低減を図

るなかで、2001年以降、フード （ボンネ ット）、バッ ク

ドア等にアルミパネル （外板）材を採用する車種が増え、

六岡製造所の生産量の5％を占めるまでになってきてお

り、さらに、採用車種の増加が期待されている。

アル ミフィン材に多層の表面処理をすることで、親水

性、耐食性、 臭気特性、成形性などのエアコンメ ーカー

が要望する機能を付与し、エアコンの高機能化また加工

現場における生産性向上に貢献している。1998年には、

フィン材用塗装ラインの新設により、 表面処理フィン材

の羹産体制を確立した。

フィン材以外にも、 表面処理したプレコー トアルミ材

は、放熱性、潤滑性、導電性、食品衛生性、耐指紋性な

どユーザーの要求する多様なニーズに応え、さまざまな

用途に使用されている。2003年には、 電子機器などのボ

ディ向けに表面輝度を高めたアルミ板材の贔産を開始し

た。

真岡製造所は1997年から 「ゼロエ ミッ ション」に取り

組み、 1998年にアルミ溶解の工程で発生する酸化物であ

るアルミドロスから効率的にアルミ分を回収し、残灰を

セメン トメーカーで使用できるように処理するアーク炉

を自社技術で新設するなど、廃棄物の再資源化を積極的

に推進してきた。これと並行して、環境マネジメン トシ

ステムを構築してIS01400]の認証取得に向けた活動を

進め、 2000年12月に取得した。アルミ板圧延関連では業

界初の認証取得であった。
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現在の長府製造所 長府製造所 3,900ら押出プレス 長府製造所 20段仕上げ圧延ミル

長府製造所

長府製造所にとって、1980年代前半は一大転機であっ

た。生産集約に基づく合理化により、 長府 ・真岡両工場

間でアルミ板製品とアルミ押出製品の完全移管を実施し

た。1983年 （昭和58)には真岡工場からアルミ押出製品

のすべてが長府工場に移管された。一方、銅板部門では、

真岡工場に移管しなかったアルミ熱間圧延機、粗圧延機

などを銅板生産に転用し、現在の銅板上工程の礎をつく

り上げた。

1985年、リードフレーム材など電子材料部門を強化・

充実するために、伸銅板 ・条の冷間能力増強工事を行っ

た。この時、 20段仕上げ圧延ライン (3号圧延機）をは

じめ、 APライン、洗浄ライン、テンションレベラー、

スリ ッターなどを整備した。投資金額は約50億円にのぼ

った。1986年から1987年にかけても、めっきラインなど

小規模な増設を行っている。

この時、門司地区においては、リードフレーム ・スタ

ンピング装置 2台を増設し、リードフレームの生産を

8,000万個／月に増産した。門司工場の閉鎖によ って、

1988年に精密加工品室を長府工場に統合、 翌年から長府

製造所に名称を変更した。

アルミ部門では、大安工場向け鍛造素材，自動車熱交

用鍛造素材の需要増に対応して1986年、横型連続鋳造ラ

インを設置。1991年にはアルミ溶解能力増強工事を行っ

た他、国内最大級の大型プレス (5,800トン） を設置した。

これは、 自動車、車両、建設用など、大型アルミ押出材

の需要が急増していることに対応するためであった。ま

た1986年には神鋼フ ァブテ ック株式会社を設立し、アル

ミ押出および加工品の生産機能を移管した。

銅部門では、1995年にコイルの大型化工事を実施した。

これにより、継ぎ目無しでコイルの径が従来の倍ほどに

なり、業界に先駆けて大型コイルを供給できる体制を整

えた。それまでは 5トンだった鋳塊を 8~9トンの大型鋳塊

で製品が流せるようになった。1997年にはIC用リードフ

レームなど電子材料の需要増と高品質化に対して、連続

酸洗焼鈍 （BAP)ライン、スリ ッターラインを増設し、

10月から稼働を開始した。

このBAPラインは、従来から使用しているAPライン

に比べて、薄板の表面の酸化を抑えるために導入したも

のであり、 0.1~0.5mn1の博板専用ラインとして設置した。

特に、シリコン系の銅合金は酸化すると皮膜がなかなか

取れないことから、製品の品質向上に効果を発揮した。

1999年9月24日、超大型の台風19号が九什1・中国地方

を襲い、長府製造所は高潮によ って防潮堤がほぼ全損し、

全域が海水により水没した。各工場が甚大な被害を受け

たが、当社のさまざまな部署からの応援もあり、約 1カ月

で生産を再開することができた。また、再発防止のため

に二璽の防潮堤を建設し、2000年8月に工事が完了した。

その翌年にIS014001の認証を取得し、ゼロエミ ッシ

ョンに取り組んだ結果、 2004年下期から2005年上期実組

で廃棄物の最終埋め立て処分比率0.38％を達成した。ま

た、 2002年には、アルミ押出工場として超難関といわれ

る国際規格「QS9000」認証を取得した。これは、アメ
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現在の大安工場 大安工場 6,300厄メカニカルプレス 大安工場 高圧鋳造機 (KPH)

リカの自動車メーカー、ビッグ3 （クライスラー社、フ

ォード社、ゼネラルモーターズ社）がサプライヤーに要

求する品質マネジメントシステムとして発表した国際規

格である。取得サプライヤーのみがビッグ3に対して部

品 ・素材の供給ができるという厳しい規格である。国内

では素材に関してQS9000を取得しているメ ーカーはな

く、 一歩先んじた格好になった。

大安工場 （名古屋工場）

大安工場の前身である名古屋工場では、 1970年代後半

から1980年代前半にかけて体質改善 ・競争力強化を 目指

し、 1,500トン、8,000トン油圧鍛造プレスの導入を図るとと

もに、検査設備の高度化を実施して鍛造品の大型化、精

密化と品質保証体制の充実を推進した。

1980年 （昭和55)には世界で初めてマグネシウム合金

鋳物での砂型低圧鋳造技術を確立し、マグネシウム合金

鋳物の品質向上に大きく 貢献した。

1980年代後半には、その後の鋳鍛造品のもの造りを支

える独自の技術をいくつか確立した。1986年にアルミ合

金 ・マグネシウム合金の精密鋳造技術である 「KPS法」

を開発したが、これは、従来の砂型鋳造を改良したもの

で、それまで寸法変動要因となっていた木型、鋳型の組

立、注湯方法を大幅に改善し、精度と鋳肌を向上させた。

これにより、大型薄肉鋳造が可能になり、航空機部品の

国産化を促進した。1985年にはアルミ砂型鋳物の吸引鋳

造技術を確立し、従来の重力鋳造では薄肉製品が製造し

にくい欠点があったが、これを克服し、高強度・ 高品質
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の鋳造品の製造が可能となった。

これに続いて、 金型鋳造分野では1987年にKPL（高品

質精密低圧鋳造技術）を、 1988年にKPH（高品質精密

高圧鋳造技術）を確立した。KPLは比較的大型形状で高

強度を特徴とする低圧鋳造、 KPHは高強度 ・高靭性を

目指す高圧鋳造によ って高品質な製品を生み出してい

る。

約8億円の設備投資により、名古屋工場に6,300トンメ

カニカルプレスと500厄高圧鋳造機を導入したのは1991

年の春であった。自動車軽量化の動きに伴い、足回り部

品を中心にアルミ合金鍛造品 ・鋳造品の需要が増大して

おり、その生産能力増強と品質向上のための導入であっ

た。

半世紀余りの歴史を刻んだ名古屋工場を閉鎖し、新し

い軽合金鋳鍛造工場の建設 ・移転が決定したのは1990年

10月のことである。都市部にある名古屋工場はこれ以上

の拡張が困難であり、生産量拡大への対応や高効率生産

ラインの構築には限界があった。そこで、 三重県員弁郡

大安町での新工場建設が決まったのである。

1992年9月3日、大安工場の起工式が行われた。新エ

場は、約26万mの用地に約200億円を投じて着工された。
1993年8月には第 1期工事として、 6,300トンメカニカル

プレスを中心にした鍛造工場が完成し、順次生産を開始

した。これに続いて金型鋳物工場、油圧プレス鍛造工場、

機械加工工場、砂型鋳物工場の建設 ・移転工事を実施し、

1995年5月18日に名古屋工場からの移転を完了、竣工式

を挙行した。ここに、アルミ・マグネシウム鋳鍛造品の



大安工場大型門型マシニングセンター

最新鋭工場が揃って本格操業を開始したのであった。

名古屋工場時代から品質へのこだわりを持ち続けてき

たこともあり、 1997年には1S09000シリーズ （国際品質

保証システム）の9002の認証を取得した。これは、アル

ミ・銅事業本部の第 1号であった。

品質の良さは世界の一流メーカーにも認められた。

1998年にボーイ ング社から認証取得 したDl-9000は、

1S09002のボーイ ング社版であり 、これがなければボー

イング社への部品納入はできない。また翌年には、 当社

の砂型鋳造技術がボーイング社に評価され、アルミ高カ

合金である D357合金の認定サプライヤ ーとし て

「BMS7-330」の認証を得た。

当初、 1台だけであった6,300トンメ カニカルプレスは

2000年以降、 2年ごとに 1台ずつ設置し、現在は 4台が

稼働している。2003年には三井物産株式会社、豊田通商

株式会社とともにアメリカに「KobeAluminum 

Automotive Products, LLC (KAAP）」（ケンタッキー州）

を設立し、 6,300トンメカニカルプレスを設置。2005年 6

月から本格稼働を開始した。2006年にはさらに 1台、

2007年にも 1台を追加し、計3台体制とする予定である。

また、 1999年から順次設置した大製門型マシニングセン

ターは、 液晶製造装置用の真空チャンバー専用で、現在

7台が稼働している。

2001年には鋳造棒生産設備を設置した。従来はメカニ

カル鍛造で使用する鋳造棒 （ビレ ット）を長府製造所か

ら仕入れていたが、設置以降は同じ敷地内で製造でき、

素材からの一貰生産ができる ようになった。

第4章 〈アルミ ・銅部門〉

秦野工場（現・ （樹コベルコマテリアル銅管）

2002年12月、大安工場は環境に対する取組みの基準と

して、 IS014001の認証を取得した。

秦野工場（現・株式会社コベルコマテリアル銅管）

1960年代後半に操業を開始した秦野工場は、熱交換器

用銅管と建築用銅管を製造する銅管の専門工場であり、

エアコンや冷蔵庫に、また給水や給湯などの配管用に使

用されるさまざまな形状の銅管を生産している。

なかでも1970年代末に量産を開始した内面溝付管は、

秦野工場の主要製品となっている。内面溝付管とは、銅

管の内部にさまざまな形状の溝を付け、従来の平滑な銅

管に比べ、熱効率を飛躍的に向上させたものである。主

にエアコンに使用され、エアコンの需要増とともに生産

量が伸びてきた。

1980年代以降の秦野工場の設備増強は、そのほとんど

が同製品の生産能力を拡大するものである。1985年（昭

和60)に溝付IHラインと溝付スプーラーを設置した。

IHラインとは内面溝付管の溝加工を施す際に電気加熱

するインダクションヒーターのことで、内面溝付管の製

造ラインには不可欠なものである。溝付スプーラーは、

銅管をコイル状に巻く設備である。

その後も、 IHラインや抽伸工程を行うブルブロ ック

の設備を増強して、内面溝付管の生産量を拡大した。

1992年にパイプレデューサーの増設工事が完成して、銅

管生産能力は5,600トノに増強され、 1992年に初の6,000トン

を達成した。この頃からエアコンメーカーが東南アジア

や中国などに生産拠点をシフ トし、国内におけるエアコ
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秦野工場銅筐コンベアライン

ン生産が減少することになった。そのため、設備の増強

も1993年ごろまでに終了している。

海外では、 1988年、アメリカに合弁会社の 「Kobe

Copper Products, Inc. (KCPI)」を設立し、 需要が急増

するエアコン用の内面溝付管の増産を図った。また1990

年にはマレーシアの生産拠点である「KobeCopper 

(Malaysia) Sdn. Bhd. (KCMA)」に銅管工場を新設し

た。後にKCPIは、欧州大手伸銅品メーカー「ウィーラ

ンド社」の米国子会社である 「ウィ ーランド ・メタルズ

社」と銅管事業を統合し、合弁会社「KobeWieland 

Copper Products, LLC. (KWCP)」となった。

一方、国内では、千葉県市川市で銅管の二次加工を行

っていた当社子会社の 「株式会社東京放熱管製造所」を

解散、その一部を引き継ぐ形で1989年に「秦野パイプセ

ンター株式会社」を設立している。秦野パイプセンター

味は、 秦野工場と担当製品の区分を しており、店売りを

中心に小ロッ ト・ 短納期製品を取り扱っている。

1993年、秦野工場は業界で初めて、銅管の製造から洗

浄の工程を廃止した。銅管を製造する過程で有機溶剤を

使用して洗浄するのが普通だが、これをなくすことによ

って環境への負荷を軽くしている。

こうしたことも含め、環境保全への取り組みを熱心に

進めてきた秦野工場は、アルミ ・銅カンパニーのモデル

工場としてIS014001取得への活動をスタートし、 2000

年 6月、アルミ ・銅カンパニーで最初のIS014001の認

証を取得した。

2004年4月1日、 当社及び三菱マテ リアル（株は、銅管

390 

秦野工場ブルブロック設備

棒での統合新会社 「株式会社コベルコ マテリアル銅管

(KMCT)」を設立した。資本金は60億円、出資比率は

-'.I4社が55%、三菱マテリアル味が45％で、国内および東

南アジア地区における銅管事業を統合することになっ

た。

新会社は、 当社から秦野工場、秦野パイプセンター（株）

及びKCMAを、 三菱マテリアル（梱からは北本製作所

（埼玉県） とMMCカッパーチューブタイランド社

(MCTT)を引き継いだ。これにより、 国内では35％の

トップシェア、東南アジアにおいても約30％のシェアを

持つ、アジア地域で トップクラスの銅管製造 ・販売会社

となった。

当社の金属加工技術と三菱マテリアルグループの合金

素材技術を併せ持つことで、アジア市場における銅管製

造・販売のリーデイングカンパニーを目指すことになった。

国内関係会社 （アルミ関連）

大同軽金属工業株式会社

1942年（昭和17)アルミ器物製造16業者の統合により、

資本金150万円で大阪市に設立され、アルミ器物の製造

を開始した。

1960年に神戸製鋼所並びに日商株式会社 （現 ・双日株

式会社）の資本参加を得て、福泉工場 （現 ・本社工場）

を造成、アルミ板材分野に進出した。その後、マーケ ッ

トの変化に対応して、アルミ合金線製造設備を導入、現

在は国内唯一のビレッ ト圧延方式によるアルミ合金線 ・

棒製造メーカとして、高品質のアルミ合金線 ・棒を求め
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大同軽金既工業（扮 サン • アルミニウム工業（樹

るユーザーヘ製品を提供している。

近年は、軽鼠化ニーズを取り込み、自動車部品分野で

の売り上げを伸ばしている。

サン・アルミニウム工業株式会社

1961年（昭和36)の設立当時、年間10.000トンだったア

ルミ箔の需要も、その後年々増加を続け1984年時点で、

年間100.000トンの大台を突破した。同社も箔需要の増加

に伴い、 1977年に圧延機等の主要設備の刷新を行うなど、

能力増強を行ってきた。

しかしながら、 1990年代に入り、従来同社の主力製品

であった食料品を中心とする包装材や日用品の市場が成

熟し、湘外からの輸入品の影評もあって、需要全体の伸

びが鈍化してきたため、今後需要の増加が見込まれるエ

業用材料 （プリント基盤関連商品、カラーアルミなど）

や、 OEM等の拡販に取り組んでいる。

神鋼ノースロップ株式会社 （現 ・神鋼ノース株式会社）

1963年 （昭和38)神鋼ノースロ ップ株式会社として発

足したのち、 1984年現在の社名である 「神鋼ノース株式

会社」に変更した。（その後神戸製鋼100％出資へ）。設

立直後は、アルミ建材メーカーとして、まだ国内では採

用が進んでいなかったアルミの建材への普及に貢献し、

その後も国内建設需要の増大とともに100憶円／年を超

える売上嵩にまでなった。しかし1990年代に入り、それ

まで堅調に誰移したビル建材需要の急激な縮小により、

売上が大幅に落ち込み、建材サッシ事業からの撤退や、

第4計1: 〈アルミ ・銅部門〉

神鋼ノース（株）

人貝の大幅削減を余儀なくされるという厳しい時期を迎

えた。しかし、その後、建材加工品を中心に当社より製

品移管を行い、現在ではアルミハニカムパネル、アルミ

加工品、アルミ精密切削加工品を中心とした事業への転

換を図り再建を果たしている。

ニコーアルミ株式会社

1973年（昭和48)1月、 真岡工場で生産するアルミ板

材の加工品工場として二宮産業株式会社との合弁で設立

され、同年 4月真岡工場の隣接地で操業を開始した。

1977年には、 缶材のコーティング・フィルムラミネート、

1979年にはサークル打抜き、スリ ット加工の生産を開始

し、現在に至っている。この他、アル ミ製パレット、 ト

レー、 看板などの加工製品の生産を行っている。

2001年3月には、 二宮産業（梱保有株を当社が全砧買い

取り、 100％子会社化した。

農通非鉄センター株式会社

1998年 （平成10)10月、アルミ板材のスリ ット加工お

よび押出形材の切断を目的として、 戯田通商（梱との合弁

で愛知県安城市に設立された。所在地周辺はトヨタ自動

車（オ尉および関連企業群が多く立地しており、 自動車市場

拡大を期待しての布石であった。現在まで、 自動車熱交

換器用材料が中心であるが、近年では自動車パネル材の

扱いが増加してきている。
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神鋼リードミック（探

国内関係会社 （銅関連）

リードミック株式会社

（現・神鋼リードミック株式会社）

神鋼メタルプロダクツ（探

1984年 （昭和59)に設立されたリードミ ック株式会社

は、 2002年10月に当社リードフレーム事業の営業譲渡を

受け、新会社 「神鋼リードミ ック株式会社」として素材

からめっき、スタンピングまでの一貰製造体制を確立し

た。2005年5月には、新めっきラインを導入し自動車用

コネクタ分野への対応も開始した。

外装めっき事業については、2004年8月に中国・無錫市

に「神鋼力得米克電子部件有限公司」を設立、中国半導体

メーカーを対象に完成品へのめっき加工を行っている。

神鋼メタルプロダクツ株式会社

1988年 （昭和63)に当社から門司工場を分離し、門司

伸管工業昧と統合、新会社 「神鋼メタルプロダクツ株

式会社」として発足した。主要製品は、復水管を中心と

する銅合金管、鋼連続鋳造用モールド、加工品 （静水圧

押出複合材、熱交製品）である。

復水管市場は、 2001年をピークに低調な状態が続いて

いたが、最近では、チタン管の供給ひっ迫化もあり、中

東の淡水プラント向けで、約20年振りに再び活況を呈し

ている。

一方モールドは、国内シェア70%、世界シェア27％に

達し、収益の大きな柱となっており、さらに、ロシア ・

中国 ・中南米での受注に注力している。
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コーベ・プレシジョン (KPI)

海外関係会社 （アルミ関連）

コーベ・プレシジョン

1987年 （昭和62)11月、 当社はアメリカのカリフ ォル

ニア州ヘイワードに、アルミ磁気デイスク基板の現地生

産会社 「KobePrecision, Inc. (KPI)」を設立した。資本

金は400万米ドルで、 事業内容はグラウンドサブストレ

ートの製造・販売である。アメリカに生産拠点を持つの

は、磁気デイスクの素材メーカーとしては初めてのこと

であった。

同社の工場は1988年10月に完成し、操業を開始したが、

生産を開始すると同時にアメリカ市場の35％を占めるト

ップメ ーカーになった。その後、 主要納入先のガラス素

材の採用や海外移転、デイスク 1枚あたりの高容量化・

小径化によるデイスク需要の縮小、同業者との競争激化

など大きな環境変化の中で、 1999年にサブストレート事

業は、 KPTEC（マレーシア）に移管し、 2001年事業内

容をテス ト用ウエハのリサイクル事業に転換、 主管部署

を技術開発本部に移管した上で、新しいビジネス分野を

開拓することになった。

コーベ・プレシジョン・パーツ ・マレーシア

(2005年会社清算）

1980年代半ば以降、アメリカを中心に世界のパソコン

市場が急速に成長した。これと相前後して、東南アジア

地域にパソコンに使用されるハードデイスクドライブ

(HDD)の組立工場が集中するようになった。このため、
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コーベ・プレシジョン・パーツ（マレーシア）
(KPM) 

コーベ・プレシジョン・テクノロジー (KPTEC) 神鋼アルコアアルミ（樹 (KAAL)

HDDの駆動部品および固定部品など精密加工品の大幅

な需要拡大が予想された。

そこで、 1988年（昭和63)9月、当社はマレーシアに、

アルミ・マグネシウムの精密加工品の製造・販売を目的

とした全額出資の新会社 「KobePrecision Parts 

(Malaysia) Sdn. Bhd. (KPM)」を設立した。資本金は

800万マレーシアドル （約4億円）、設立後すぐに新工場

の建設に着手した。10カ月後の1989年7月、工場が竣工

し、 HDD向け部品の商業生産を開始した。総投資額は

2,000万マレーシアドル（約10億円）であった。その後、

HDD向け部品事業からの撤退の止むなきに至り、 同社

は2005年に清算された。同社のもう一つの事業であった

銅管工具事業は、 KCMAに引き継がれている。

コーベ・プレシジョン・テクノロジ一

当社が、マレーシアのペナン州に100％出資の「Kobe

Precision Technology Sdn. Bhd. (KPTEC)」を設立した

のは、 1992年 （平成4)3月のことであった。

新会社は、資本金は210万マレーシアドル （約10億円）

で、アルミデイスクのグラウン ドサブス トレート の生

産 ・販売を手掛け、東南アジアに進出したHDDメーカ

ーやコ ンピュータメ ーカーからのサブス トレート需要に

応えることになった。

1993年4月に着工した新工場の生産能力は、サブスト

レート月間120万枚であった。サブス トレート の原盤と

なるブランク材は真岡製造所から供給された。

これによ って当社は、日本、アメリカに次ぐ第3のサ

ブス トレート生産拠点を持つことになった。世界市場に

おける当社グループの供給能力は、真岡製造所の月間

150万枚、アメ リカKPIの月間240万枚と合わせて、世界

最大の510万枚となった。

その後も高まる需要に対応するため，段階的にサプス

トレートの生産能力を高めるとともに、1996年には内製

用ブランク材の生産も開始した。1999年にはアメ リカ

KPIのサブス トレート事業をKPTECに集約し，現在で

は月間1,600万枚の生産規模となっており、さらに月間

2,000万枚への設備投資も進めている。

米国Alcoa社と合弁会社を設立

アルミ缶の普及や、自動車軽量化によ るアルミ材使用

の進展などにより、 1980年代後半から世界規模でアルミ

需要が拡大しつつあった。こうした状況の中で、当社は

世界最大のアルミメーカーであるAlcoa社 （アメリカ）

との間で、アルミ事業の一層の基盤強化に向けて、広範

囲な協力関係を進めることに合意した。

この合意に基づき、 1991年 （平成3)1月にアルミ缶

材の製造 ・販売会社「神鋼アル コアアルミ株式会社

(KAAL)」を設立した。資本金は2億円で、出資比率は

両社50％であった。

KAALは、当社の真岡製造所からアルミ缶材用のホ ッ

トコイル （熱延材）の供給を受け、アルミ缶材の生産 ・

販売に取り組んだ。工場は、真岡製造所隣接地に建設し、

1993年10月から操業を開始した。

また、 1995年12月にはオーストラリアおよび東南アジ
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2タンデム冷間圧延機 コーベ・シンショー・チューブ・スペシャリテ コーベ • アルミナム・オートモーティブ・プラダクツ (KAAP)
ィーズ (KSTS)

ア地域におけるアルミ缶材需要に対応すべく、 「KAAL

Australia Pty. Ltd. (KAAL豪州）」 をオーストラリアに

設立、コマルコ社から買収したイエノーラ工場を拠点に

操業を開始した。続いて1996年4月にはアルコア ・オー

ストラリア社のポイントヘンリー工場の圧延部門を統合

した。

この間、 1991年12月には、 当社とAlcoa社との折半出

資に より、 OA機器向けアルミ押出材の合弁会社

「AlcoaKobe Tube Specialties Ltd. (AKTS)」をアメリ

カ・ノースカロライナ州シャーロットに設立している。

（その後同社は、販売贔の減少に伴い1993年清算に至る。）

また、 1992年 6月、 当社とAlcoa社は、自動車を中心と

するトランスポーテーション分野向けのアルミ板材を生

産 ・販売する合弁会社を日米双方に設立した。

日本の新会社名は「神鋼アルコア輸送機材味(KATP)」

で、輸送機器向けのアルミ板材の生産 ・販売を行う他、

アルミ鋳鍛造品の研究開発に取り組む。一方、アメリカ

の新会社は 「AlcoaKobe Transportation Products, Inc. 

(AKTP）」 で、北米を中心に自動車メーカーにアルミ材

を供給することになった。

KAALは設立以来、アルミ缶のボディ材だけを製造し

ていたが、 真岡製造所からエンド材の製造 ・販売につい

ても移管を行い、 1998年10月から缶材事業の製造販売を

一本化し、 事業強化を図った。

その後、 当社はAlcoa社との間で提携内容の見直しを

行い、 2003年12月1日にKAALを吸収合併、これにより

KAALは解散し、真岡製造所に統合されることになった。
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また、 KAAL豪州については、 Alcoa社が事業を引き継

ぐこととなった。

コーベ・シンショー・チューブ・スペシャリティーズ

2001年 （平成13)3月、マレーシアのクアラルンプー

ル近郊に、 当社と神鋼商事株式会社が合弁で、感光体ド

ラム用アルミ管の加工販売会社である 「Kobe& 

Shinsho Tube Specialities Sdn. Bhd. (KSTS)」を資本金

1億円 （当社出資比率60%)で設立した。

感光体ドラムの需要は、複写機やプリンターの普及、

またカラー化の進展により当時年率10％強拡大してお

り、東南アジア地区にある感光体ドラムメーカーヘの安

定供給体制を確立し、この需要を取り込むことを 目的と

したものであった。

現在も成長を続けるこのマーケットに対応し、同社は、

順次生産能力を拡大、現在では、 200万本／月以上の能

力を持ち、 当社のOPCドラム用アルミ管における海外

の戦略拠点として重要な位置を占めている。

コーベ・アルミナム・オートモーティブ・プロダクッ

2003年 （平成15)5月、 当社と三井物産昧、豊田通商

味の 3社は、アメリカのケンタ ッキー州ボーリンググリ

ーン市に、 自動車サスペンション用アルミ鍛造品の製

造 ・販売を行う合弁会社 「KobeAluminum Automotive 

Products, LLC. (KAAP)」を設立した。資本金は1,400万

米ドルで、当社60%、三井物産味25%、盟田通商味が

15％を出資、 2003年10月から工場の建設に着手し、 2005



シンガポール・コウペ (SKPL)

年5月に操業を開始した。

自動車業界は環境規制をクリアするために車両の軽罷

化を進め、サスペンション部品やボデイパネルなどのア

ルミ化を誰進しているが、 CAFE規制強化のため、特に

アメリカにおいてアルミ部材の需要が増大しており、こ

れに対応するのが目的であった。

日系の自動車メーカー各社は購入資材のグローバル調

達を推進しており、部材納入メーカーとしては日米同時

牛産に対応出来る現地供給体制の確立が大きな競争力と

なることから、現地に生産拠点を確保したものである。

海外関係会社 （銅関連）

シンガポール・コウベ

1976年（昭和51)軽合金伸銅事業部としての海外生産

拠点第 1号として、エアコン用銅管の抽伸および加工品

生産のため神鋼商事（掬、日商岩井（梱との共同出資で

「SingaporeKobe Pte. Ltd. (SKPL)」がシンガポールに

設立された。その後、エアコンメーカーの東南ア ジア生

産移転に伴い、生産最を増やしてきた。1987年9月には、

手アエコンメーカーからの要請に応じてマレーシアに

「SKPLMalaysia. Sdn. Bhd.」を設立し、 主にエアコン用

の銅管加工部品の生産を行った。

同社は、 1990年「KobeCopper (Malaysia) Sdn. Bhd. 

(KCMA）」 として当社の100％子会社となった。これに

伴いSKPLは生産品目の変更を行い、伸長が期待された

リードフレームおよび端子コネクター用銅板条のスリ ッ

ト加工事業に乗り出した。

第4章 〈アルミ ・銅部門〉

コーベ •リードフレーム・シンガポール (KLS)

その後、 2004年にはリードフレーム完成品のスタンピ

ングを行ってきた「KobeLeadframe Singapore Pte. Ltd. 

(KLS）」の製造 ・販売の移管を受け、当社の東南アジア

地区での銅板事業の主力工場になっている。

コーベ・リードフレーム・シンガポール

（現・シンガポール・コウベ）

素材から完成品まで、リードフレームの一貰生産体制

を確立していた当社は、1987年（昭和62)4月、シンガ

ポールに100％子会社 「KobeLead廿ameSingapore Pte. 

Ltd. (KLS)」を設立した。これは、半導体工場が躾中

するシンガポール、マレーシア地区においてリードフレ

ーム完成品の生産 ・販売を行うことが目的であった。

同年8月にはスタンピング工場が稼働し、本格的な生

産活動が開始された。当社は、この海外進出により、世

界のリ ードフレーム総合メ ーカーとしての地位をさらに

確固たるものにした。

現在ではその製造 ・販売機能の全てを 「Singapore

Kobe Pte. Ltd. (SKPL)」に移管し、 KLSは2005年11月

に清算された。
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コーベ・カッパー・プロダクツ (KCPI)

コーベ ・カッパー・ブロダクッ

（現・コーベ ・ウィ＿ランド ・カッパー・プロダクツ）

1988年 （昭和63)1月、 当社は、アメリカの銅管メー

カー、ハルステ ッド社、 三菱商事株式会社、日商岩井昧

と合弁で、アメリカ・ノースカロライナ1+1に 「Kobe

Copper Products, Inc. (KCPI)」を設立した。この新会

社は、アメリカにおけるエアコン用内面溝付加工 ・販売

並びに高級薄肉平滑銅管の販売を目的としたものであっ

た。

資本金は400万米ドルで、このうち当社の出資比率は

55％である。1988年10月にエアコン用内面溝付銅管工場

が完成し、操業を開始した。旺盛な現地需要に支えられ、

1989年 3月には月産400トノのフル稼働体制に入ったが、

生産が追いつかない状態であった。これは、アメリカに

おけるエアコンの小型化 ・高級化によって、従来の平滑

銅管から熱効率の高い溝付銅管への転換が進むととも

に、エアコン自体の需要量も増加したことが要因である。

そこで、 KCPIは1990年4月を目標に月産能力1,000トン

の増強計画を決定した。これにより、同社の本社工場は

アメリカ最大の内面溝付銅管の工場となった。

1992年 6月、 KCPIは、隣接するハルステ ッド社の素

管工場を買収した。それまで、ハルステ ッド社から素管

の供給を受け、各種銅管を加工 ・販売してきたKCPIで

あったが、この買収によって、溶解から加工 ・仕上げま

で銅管の一貰生産体制を確立した。年々増大するアメリ

カの内面溝付銅管の需要に対応し、拡販を図ることがで

きるようになった。
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コーベ・カッパー・マレーシア (KCMA)

その後、 KCPIと、欧州大手伸銅品メーカー、ウ ィー

ランド社の米国子会社であるウ ィーラ ンド・メタルズ

(WMC)の両社は、 2003年 1月、折半出資会社 「Kobe

Wieland Copper Products, LLC (KWCP)」を設立、そ

れぞれが手がける銅管生産 ・販売を集約していくことを

決定した。これに伴い、 当社はKCPI株式を三菱商事（梱、

日商岩井昧から取得し100％子会社化。アメリカにおけ

る銅管事業を当社 ・ウィーランド社の合弁事業として新

たなスタートを切ることとなった。

KCPIは家庭用銅管でアメリカのマーケ ットにおける

リーデイングカ ンパニーとして知られ、 一方のWMC社

はビル用などの大型空調機用で強みを発揮している伸銅

品メーカーである。この提携により、製品の相互補完が

可能になり、総合力でアメリカ国内での販売力を高めて

いくことになった。

コーベ ・カッパー・マレーシア

（現 ・コベルコマテリアル・カッパーチューブ・マレーシア）

1988年（昭和63)12月、マレーシアにある当社の銅管

一次加工の孫会社 「KobeCopper (Malaysia) Sdn. Bhd. 

(KCMA)」を、 当社は全額出資して子会化した。

同社は、東南アジア地区に生産拠点をシフトした国内

家電メーカーのエアコン現地生産拡大に伴い、 1987年9

月に 「SingaporeKobe Pte. Ltd. (SKPL)」の100％出資

会社として設立されていたもので、その後、 大手家電メ

ーカーとの総合取引関係を強化するため、 当社の直接子

会社としたものであった。
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神鋼力得米克霞子部件（無錫）有限公司 蘇州神銅霞子材料有限公司（完成予想図）

KCMAでは増大する需要に応えるため、工場の新

設 ・増強を計画し、 二次加工能力を 3倍に増強すること

を決定した。そして、 1990年10月に新銅管工場が本格稼

働を開始した。現在は、2004年4月に三菱マテリアル（梱

と当社銅管部門の統合会社として発足した（梱コベルコ

マテ リアル銅管のマレーシア工場「Kobelco& Materials 

Copper Tube (M) Sdn. Bhd.」となっている。

また（梱コベルコマテリアル銅管は、 三菱マテリアル

卸の東南アジアの生産拠点であった、「MMCカッパー

チューブタイランド社」をタイの生産拠点として引継ぎ、

素材からの一貰生産体制を確立している。（現 ・Kobelco

& Materials Copper Tube (Thailand) Co.. Ltd.) 

コーベ・ エレクトロニクス・マテリアル

当社と三菱伸銅（梱は、2001年（平成13)9月、タイの

ァュタヤ県に電子材料用銅合金のス リット加工 ・販売会

社 「KobeElectronics Material (Thailand) Co., Ltd. 

(KEMT)」を設立した。資本金は 2億円で、出資比率

は当社85%、三菱伸銅（梱15％であった。

タイには日系自動車、半導体メ ーカーなどが相次いで

進出し、関連部品メ ーカーも現地生産体制を整えつつあ

り、電子材料用の銅合金需要の著しい成長が見込まれた。

新会社の設立に伴って、長府製造所からスリ ッター設備

を移設し、2002年10月から操業を開始した。

神鋼力得米克電子部件 （無錫） 有限公司

2004年 （平成16)8月、中国江蘇省無錫市に半導体リ

ードフレーム事業を行う目的で 「神鋼力得米克電子部件

（無錫）有限公司 (ShinkoLeadmikk (WUXI) CO., Ltd.)」

を神鋼リ ードミ ック（梱の現地子会社として設立した。事

業は当面、最終工程であるリ ードフレーム材の外装めっ

き加工が中心となるが、今後、国内同様、スタンピング

事業への進出も視野に入れている。

蘇州神鋼電子材料有限公司

2005年 （平成17) 5 月、中国江蘇省蘇')•1·1 市に、 当社の

全額出資による電子材料用銅板材のスリ ット加工 ・販売

および技術サービスを行う新会社「蘇‘}|1神鋼電子材料有

限公司 (SuzhouKobe Copper Technology, Co., Ltd.)」

を設立した。資本金は 5億円で、同年 6月から工場建設

に着手し、 2006年春からの稼働開始を目指す。

中国の上海 ・杭朴Iなどの華東地区において、自動車生

産台数の急増に伴い、電装機器部品としての端子 ・コネ

クタ用、あるいは半導体メーカーの工場進出による半導

体リ ー ドフレーム用に、 電子材料用銅板材の需要が拡大

している。従来、長府製造所で製造した広幅コイル材を

スリット加工して中国のユーザーに供給していたが、新

会社の設立により、長府製造所で製造した広幅コイルを

現地でスリ ット加工でき、ユーザーの用途に応じて迅速

な供給が可能になる。
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